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はじめに 

 
本市の下水道事業は、昭和２３年に着手し、その後、処理区域の拡大を行い、現在では、

管きょ延長約１，４６０ｋｍ、処理場７箇所、ポンプ場２１箇所の施設を有し、市内の約

84％の市民の汚水を処理する市民生活に不可欠な施設としての役割を担っている。 
下水道は、大規模地震等によりその機能を果たすことができなくなった場合には、トイ

レが使用できないなど住民生活に大きな影響を与えるとともに、雨水排除機能の喪失によ

る浸水被害等の二次災害や、未処理下水の流出による公衆衛生被害の発生など、住民の生

命･財産に係わる重大な事態を生じる恐れがある。また、下水道は、住民に対して使用制限

を課すことが困難であるとともに、自然流下を基本として上流管きょから最下流の処理場

が一体となったネットワークにより機能を発揮できることから、他のライフラインに比べ、

施設の本復旧までに要する時間が長い傾向があり、被災時において、従来よりも速やかに、

かつ高いレベルで下水道が果たすべき機能を確保することが重要となっている。 
このため、企業局においては、災害において下水道機能の早期回復に資することを目的

として、「福井市企業局下水道業務継続計画（地震対策）」を定めるものである。 
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第１章 
福井市企業局 

下水道業務継続計画の概要
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１．福井市企業局下水道業務継続計画（地震対策）の概要 

 

1-1. 福井市企業局下水道業務継続計画策定の趣旨と目的 

 

（１）策定の趣旨 

 

※BCP：Business Continuity Plan （業務継続計画） 

 下水道BCP とは、大規模災害時において、人材や資機材など限られた資源（リソース）を用い
て、暫定的な汚水処理や下水道施設の復旧などの優先順位の高い業務（優先実施業務）を行うため

の対策を定めたものである。 

 

（２）目的  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1-1 下水道BCP導入による早期復旧のイメージ 

出典：下水道 BCP 策定マニュアル～第 2版～（地震・津波編）国土交通省（平成 24 年 3 月） 

・「業務継続計画」とは、大規模な災害、事故、事件等で職員、庁舎、設備等に相当の

被害を受けても、優先実施業務を中断させず、たとえ中断しても許容される時間内に

復旧できるようにするため、策定・運用を行うものである。 

・「福井市企業局下水道業務継続計画」（以下「下水道ＢＣＰ）」とする）は、下水道

施設が市民生活にとって重要なライフラインの一つであり、地震等の災害時にもその

機能を維持または早期回復することが必要不可欠であることを踏まえ策定する。 

・ 災害時における下水道機能の継続・早期回復は、発災後から対応を始めるのでは困難

である。そこで、平時から災害に備えるためにも「下水道ＢＣＰ」を策定する。 

 「下水道ＢＣＰ」は、地震や津波による災害の影響によって下水道機能（業務レベル）

が低下した場合であっても、下水道の業務を実施・継続するとともに、被災した機能を

早期に復旧させることを目的とした計画である。（図 1-1-1） 

 
発 災 

業
務
レ
ベ
ル 

100％ 

0％ 

平時 災害対応時 時間 

BCP策定後 

BCP 策定前 
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1-2.下水道BCPの基本方針 

 

（１）基本方針 

下水道ＢＣＰでは、以下の点を基本方針として、震災時における下水道の速やかな機

能回復を図る。 

 

 

 

（２）対象期間 

下水道ＢＣＰでは、地震発生から暫定的に下水道機能が確保される（30 日程度）まで

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【下水道 BCPの基本方針】 

①市民、職員、関係者の安全確保 

・災害発生時の業務の継続・早期復旧にあたっては、市民、職員、関係者の安全確保を第一

優先とする。 

②下水道事業の責務遂行 

・市民生活や地域経済活動のために必要となる下水道が果たすべき重要な機能を優先的に回

復する。 

③対象事象 

・大規模地震を対象リスクとして策定する。 

下
水
道
Ｂ
Ｃ
Ｐ
の
対
象
期
間 

緊急点検・調査 二次災害発生のおそれや、重大な機能障害の把握 

（目視調査、被害情報の収集等） 

緊急措置 

一次調査 

応急復旧 

二次災害発生のおそれや、重大な機能障害への対応 

・溢水した下水を汚泥吸引車による汲み上げ 

・塩素滅菌により消毒処理放流 

全体的な被害状況の把握 

（マンホール蓋を開けての調査等） 

暫定的に機能を確保するための復旧 

・仮配管・仮排水ポンプの設置 

・仮沈殿池、仮塩素注入設備の設置 

二次調査 本復旧に必要な調査（ＴＶカメラ調査含む） 

本復旧 本来の機能を確保するための復旧 

緊急 
対応段階 

（概ね 30 日）
暫定機能 
確保段階 

機能 
確保段階 

（場合により 1 年以上） 
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1-3.下水道BCPの位置づけ 

 

下水道ＢＣＰでは、「福井市地域防災計画」及び「福井市震災時業務継続計画」を踏ま

え、企業局において取り組むべき業務をとりまとめた。計画書は、下水道ＢＣＰ本編と、

各所属（班）が初期に行動すべき内容を定めた各班初動マニュアルがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［参考］地域防災計画と下水道BCPとの関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪地域防災計画の特徴≫ 

・自らの被災を想定していない。 
・地震対策の全般が記載されており、

時間軸を考慮した対策の実行性が

確保されていない。 
・震後の初動期（3 日間）に実施する
対策が具体的に決められていない。 

・下水道の機能に密接に関係する他

のライフラインが考慮されていな

い。（断水が解消されないとトイレ

機能が回復しない等） 

≪下水道ＢＣＰの特徴≫ 

・自らの被災を想定した上で活用可

能な資源（資機材・人員）を考慮

し、目標時間を設定し、対策の実

行性を高める。 
・初動期における体制及び優先すべ

き業務を具体的に検討する。 
・下水道機能に着目し、他の関連ラ

イフラインを考慮した機能回復時

期を定める。（断水解消までに下水

道機能を回復等） 

第２章 基本的な事項の整理 

第３章 非 常 時 対 応 計 画 

第５章 事 前 対 策 計 画 

第６章 訓練・維持改善計画 

福井市下水道ＢＣＰ本編 

各班初動マニュアル 

福  井  市  下  水  道  Ｂ  Ｃ  Ｐ 

経営管理課 初動マニュアル 

下水管路課 初動マニュアル 

下水施設課 初動マニュアル 

施設管理事務所 初動マニュアル 

第１章 

第４章 各班の対応および体制 

上下水道サービス課 初動マニュアル 

福   井   市   地   域   防   災   計   画 

福 井 市 震 災 時 業 務 継 続 計 画 
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第２章 
基本的な事項の整理 
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２．基本的な事項の整理 

 

下水道ＢＣＰを策定するにあたり、基本条件となる以下の事項を整理する。なお、被

害想定等については、「福井市震災時業務継続計画」と整合を図っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-1. 地震規模及び津波規模の想定 
 

（１）地震規模の想定 

福井市で想定される地震規模等について、平成 24年 3 月にとりまとめられた「福井県

地震被害予測調査業務報告書」（福井県）に基づき想定する。 

 

想定地震名 
マグニチュード 
（Mw） 

最大震度 地震タイプ 

福井地震 7.6 7 
福井平野東縁断層帯が
活動する断層地震 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-1-1 福井平野東縁断層帯の位置図 

 

※1：福井平野東縁断層帯は、福井平野東縁断層帯主部と福井平野東縁断層帯西部からなる。 

※2：昭和 23 年 6 月に発生した福井地震は、福井平野東縁断層帯西部が活動したものである。 

 2-1 地震規模および津波規模の想定 

2-2 地震・津波に伴うリソースの制約 

条件の整理 

2-3 下水道施設の被害想定 

2-4 職員の参集 

 

2-5 職員の参集ルール 

2-6 職員の参集確認 

2-7 組織体制 

2-8 対応拠点 
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図 2-1-2 1948年福井地震時の液状化範囲と震度階の比較 
出典：福井県地震被害予測調査報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1-3 1948年福井地震時の液状化範囲と液状化危険度分布の比較図 
       出典：福井県地震被害予測調査報告書 
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福井県地震被害予測調査業務報告書を基に福井市が作成 

図2-1-４ 液状化危険度マップ 
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（２）津波規模の想定 

対象とする津波規模は、平成 24 年 9 月に公表された「福井県における津波シミュレー

ション結果」（福井県）に基づき、4波源を想定した。 

表2-1-1 津波規模の想定 

選定波源 
ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ 

Ｍｗ 

地震により隆起する地盤 

すべり量 長さ、幅 

①野坂,B 及び大陸棚外縁断層 7.28 3.73ｍ 長さ 49km  幅 17.32km 

②越前推列付近断層 7.44 4.62ｍ 長さ 65km  幅 17.32km 

③若狭海丘付近断層 7.63 6.43ｍ 長さ 90km  幅 17.32km 

④佐渡島北方沖断層 7.99 12.01ｍ 長さ 167km  幅 17.32km 

 

 
図2-1-5 波源として選定した断層位置図 

出典：福井県における津波シミュレーション結果について 
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表2-1-2 津波シミュレーション結果 

波  源 津波高(ｍ) 
津波到達時間 浸水区域

面積(ha) 

浸水区域内 

人口(人) 第１波(分) 最大波高(分) 

①野坂,B 及び大

陸棚外縁断層 
0.9～1.69 7～20 10～185 145 869 

②越前推列付近 

断層 

2.81～6.87 

(八ツ俣町付近) 
11～15 11～17 145 869 

③若狭海丘付近 

断層 
2.14～6.30 23～27 25～29 181 1,105 

④佐渡島北方沖 

断層 
1.53～4.37 68～72 98～340 145 869 

 

 

 
図2-1-６ 津波高図 

 

 

津波による被害は、沿岸部の一部区域のみである。下水道の主要な施設

（ポンプ場、処理場）については被害がないと予想される。 
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2-2.地震・津波に伴うリソースの制約条件の整理 

 

福井市で想定される地震規模等について、「福井県地震被害予測調査業務報告書」に基

づき想定する。 

 

表2-2-1 ライフライン等の被害状況の想定 

項 目 想定する状況 

電 気 
・停電：約 43,000 世帯（31.4％） 

・電力は約 7日で復旧作業が完了する 

上下水道 

・想定される断水世帯数 

   直 後：約 87,000 世帯（91.7％） 

   1 日後：約 64,000 世帯（67.1％） 

   4 日後：約 19,000 世帯（20.1％） 

・上水道は約 28 日で復旧作業が完了する。 

（その間応急給水の実施） 

・下水道は、応急給水後から流入する 

電 話（外線） 

・輻輳により電話等の通話に支障発生 

・電話不通：約 2,500 回線（2.2％） 

・機能障害は長くても 4～5 日程度で回復する 

 

表2-2-2 東日本大震災及び阪神・淡路大震災におけるライフライン復旧日数 

 東日本大震災 阪神・淡路大震災 

上水道 22 日 36 日 

ガス 34 日 61 日 

電力  5 日  1 日 

通信（A社） 20 日  14 日※１ 

通信（B 社） 14 日 ― 

通信（C社） 20 日 ― 

 出典：「阪神・淡路大震災の復旧・復興の状況について」（兵庫県） 

※１：倒壊家屋を除いた固定電話の 100％復旧するまでの期間を示す 

 

表2-2-3 過去の事例及び文献によるライフライン復旧日数 

項 目 
愛知県東海地震・東南海

地震被害予測調査 

兵庫県南部地震データ 

（1月 17 日発生） 

電  気 
2・3 日後：多くが回復 

1 週間後 ：ほぼ回復 
6 日後、応急送電完了 

上下水道 
1 週間後 ：大半が回復 

1 ヵ月後 ：ほぼ復旧 

上水道は 44 日後に 97％回復 

下水道は 4月下旬ほぼ復旧 

電  話 

（外線） 

2・3 日後：多くが回復 

1 週間後 ：ほぼ復旧 
2 週間後電話回線復旧 

出典：愛知県庁業務継続計画（愛知県） 
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2-3.下水道施設の被害想定 

 

下水道施設（管きょ、マンホール、浄化センター、ポンプ場）の被災に伴い必要となる

業務量や被災後に活用可能なリソースを把握するために、被害想定を行う。 

 下水道管路施設の被害想定は、「福井県地震被害予測調査業務報告書」に基づき想定した。

なお、津波による被害は、内陸部についての被災は想定されないものの、沿岸部において

一部被災の可能性がある。 

 

【下水道施設の被害状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲マンホールの浮上 

▲管路部の道路陥没 

▲建物のズレ 

▲マンホールへ土砂堆積 

▲水管橋の被害 ▲管路部の浮上 

▲管きょのずれ、土砂侵入 

▲マンホールの浮上 ▲マンホールのズレ 

▲建物のズレ ▲建物の損壊 
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（１）下水道管路施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表2-3-1 下水道管きょの平均被害率関数(％) 

管  種 
計測震度 

4.75 5.25 5.75 6.25 6.75 

塩ビ管・銅管 1.0％ 2.3％ 5.0％ 11.3％ 24.8％ 

その他(15＜PL) 0.6％ 1.3％ 3.0％ 6.5％ 14.5％ 

その他(5＜PL≦15) 0.5％ 1.0％ 2.2％ 4.8％ 10.7％ 

その他(0＜PL≦5) 0.4％ 0.9％ 2.0％ 4.5％ 9.8％ 

その他(PL＝0) 0.4％ 0.9％ 1.9％ 4.2％ 9.2％ 

 

 

 

市町村名 
管きょ延長 

（km） 

被災延長 

（km） 

被害率 

（％） 
処理人口 被災人口 

被災率 

（％） 

福井市 1382.0 159.12 11.51 242.734 27.949 11.51 

敦賀市 285.3 0.59 0.21 59,634 123 0.21 

小浜市 149.6 0.00 0.00 30,426 0 0.00 

大野市 89.5 1.17 1.30 24,460 319 1.30 

勝山市 217.9 5.94 2.73 24,094 657 2.73 

鯖江市 383.4 12.77 3.33 60,618 2,018 3.33 

あわら市 258.8 28.59 11.05 28,084 3,103 11.05 

越前市 417.4 10.37 2.48 67,121 1,668 2.48 

坂井市 698.9 91.39 13.08 87,156 11,513 13.21 

永平寺町 105.2 12.46 11.84 19,481 2,307 11.84 

池田町 39.1 0.68 1.74 3,090 54 1.74 

南越前町 13.4 0.01 0.08 11,822 10 0.08 

越前町 98.6 2.71 2.75 23,828 656 2.75 

美浜町 66.1 0.00 0.00 10,324 0 0.00 

高浜町 81.5 0.00 0.00 10,962 0 0.00 

おおい町 21.6 0.00 0.00 8,745 0 0.00 

若狭町 116.6 0.01 0.01 16,353 2 0.01 

合計 4425.0 325.80 7.36 728,932 50,376 6.91 

 

管きょの被害については、「福井県地震被害予測調査報告書」に基づき 11％と想定す

る。 

震度 5強で 5％に達す

る。それ以上は被害率

が急激に増える。 

「福井県地震被害予測調査報告書」より抜粋 

表2-3-2  市町別公共下水道管きょ被害、被災人口予測結果 

（福井平野東縁断層帯主部） 

全県的な平均は

6.9％だが、福井

市は平野部で液

状化の可能性も

高いため、被災率

は11.51％と予測

されている。 
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特に重要な幹線 298,536

その他の重要な幹線 10,065

その他の管きょ 1,152,114

合　　　計 1,460,715

延長（ｍ） 被災延長（ｍ）
32,839

1,107

126,733

160,679

【想定される被害規模】 

① 下水道管きょの被害想定 

管きょの被害を 11%と仮定すると、福井市全域では、約 1,460km のうち約 160km の被

災が予想される。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

② マンホールの被害想定 

軟弱地盤地域を中心として、地震に伴う液状化現象により、一部のマンホールが浮

上する被害が発生する恐れがあり、マンホールの被害を 11%と仮定すると 39,591 個の

うち約 4,350 個の被害が予想される。 

  
マンホール数  被災マンホール数 

境処理区 7,163  788 

日野川処理区 23,322  2,565 

流域関連 3,714 

 

409 

鷹巣・国見処理区 2,130  234 

美山処理区 807  89 

清水東部処理区 1,226  135 

清水西部処理区 1,229  135 

合   計 39,591  4,355 

被害 11％

と仮定 

被害 11％

と仮定 
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（２）ポンプ施設及び処理施設 

① ポンプ施設 

ポンプ施設は、建設年度が古いほとんどのポンプ場（佐佳枝ポンプ場・千成寺川雨水

ポンプ場、下北野ポンプ場を除く）の揚水機能（流入渠・沈砂池・ポンプ設備）が壊滅

的な被害を受けることが想定される。 

表2-3-３ ポンプ施設の耐震化の状況 

 

 

② 処理施設 

処理施設においても建設年度が古く、現行の耐震基準（レベル 2）を満たしていないこ

とから、送水機能・水処理機能・消毒機能を失うことが想定される。 

表2-3-４ 処理施設の耐震化の状況 

 

地域 施設名 建物名 構造 建設年度 基礎杭設計 耐震化
福井 乾徳ポンプ場 ポンプ井、沈砂池、ポンプ棟等 RC H9 新耐震設計法 △
福井 佐佳枝ポンプ場 ポンプ井、沈砂池、ポンプ棟等 RC H20 レベル2 〇
福井 照手ポンプ場 ポンプ井、沈砂池、ポンプ棟等 RC S34 ×
福井 加茂河原ポンプ場 ポンプ井、沈砂池、ポンプ棟等 RC S28 ×
福井 足羽ポンプ場 ポンプ井、沈砂池、ポンプ棟等 RC S23 ×
福井 木田ポンプ場 ポンプ井、沈砂池、ポンプ棟等 RC S38 ×
福井 水越ポンプ場 ポンプ井、沈砂池、ポンプ棟等 RC S48 ×
福井 上里ポンプ場 ポンプ井、沈砂池、ポンプ棟等 RC S40 ×
福井 出作ポンプ場 ポンプ井、沈砂池、ポンプ棟等 RC S46 ×
福井 米松ポンプ場 ポンプ井、沈砂池、ポンプ棟等 RC S48 ×
福井 下北野ポンプ場 ポンプ井、沈砂池、ポンプ棟等 RC H25 レベル２ ◯
福井 大瀬ポンプ場 ポンプ井、沈砂池、ポンプ棟等 RC H4 新耐震設計法 △
福井 南四ツ居汚水ポンプ場 ポンプ井、沈砂池、ポンプ棟等 RC H8 新耐震設計法 △
福井 下森田ポンプ場 ポンプ井、沈砂池、ポンプ棟等 RC S63 新耐震設計法 △
福井 蓑ポンプ場 ポンプ井、沈砂池、ポンプ棟等 RC Ｈ5 新耐震設計法 △
福井 底喰川ポンプ場 ポンプ井、沈砂池、ポンプ棟等 RC S42 ×
福井 底喰雨水ポンプ場 ポンプ井、沈砂池、ポンプ棟等 RC S59 新耐震設計法 △
福井 舞屋雨水ポンプ場 ポンプ井、沈砂池、ポンプ棟等 RC Ｈ10 新耐震設計法 △
福井 福団地雨水ポンプ場 ポンプ井、沈砂池、ポンプ棟等 RC H7（引継ぎ資産） ×
福井 南四ツ居雨水ポンプ場 ポンプ井、沈砂池、ポンプ棟等 RC H3（引継ぎ資産） ×
福井 千成寺川雨水ポンプ場 ポンプ井、沈砂池、ポンプ棟等 RC H18 レベル2 〇

備考：〇：耐震化済み（レベル２対応）　　　△：新建築基準法のみ対応、土木は未対応　　　×：耐震化未実施

地域 施設名 建物名 構造 建設年度 基礎杭設計 耐震化

管理棟 RC H8 新耐震設計法 △
最初沈殿池 RC H8 新耐震設計法 △
反応タンク RC S49 ×
最終沈殿池 RC S51 ×
分水槽（加茂・水越） RC S59 新耐震設計法 △
分水槽（乾徳） RC H7 新耐震設計法 △
雨水沈澱池 RC H16 レベル2 〇
雨水沈澱池（旧終沈） RC S44 ×
返送余剰汚泥ポンプ室 RC H9 新耐震設計法 △
汚泥送泥棟 RC H17 レベル2 〇
塩素混和池 RC S33 ×
し尿投入所 RC S50 ×
管理棟・沈砂池・ポンプ棟 RC Ｓ57 新耐震設計法 △

ブロワー発電機棟 RC Ｓ58 新耐震設計法 △
ブロワー発電機棟（増設） RC H9 新耐震設計法 △
砂ろ過棟 RC S59 新耐震設計法 △
水処理施設Ａ系（第１期） RC Ｓ56 新耐震設計法 △
水処理施設Ａ系（第２期） RC Ｈ1 新耐震設計法 △
分水槽 RC Ｈ6 新耐震設計法 △
水処理施設Ａ系（第３期） RC Ｈ5 新耐震設計法 △
水処理施設Ｂ系 RC H9 新耐震設計法 △
放流ポンプ棟 RC Ｓ57 新耐震設計法 △
水処理機械棟（塩混池） RC Ｓ57 新耐震設計法 △
塩素混和池（増設） RC Ｈ13 レベル2 〇
放流水路 RC Ｓ57 新耐震設計法 △
地下管廊 RC Ｓ57 新耐震設計法 △

脱臭機棟 RC Ｈ14 レベル2 〇
汚泥濃縮タンク・ポンプ棟 RC Ｓ57 新耐震設計法 △
機械濃縮棟 RC H8 新耐震設計法 △
汚泥消化タンク RC Ｓ58 新耐震設計法 △
ガスブロワー棟 RC Ｓ58 新耐震設計法 △
汚泥消化タンク（増設） RC Ｈ19 レベル2 〇
ガスタンク RC Ｓ60 新耐震設計法 △
脱水機棟 RC Ｓ57 新耐震設計法 △
高度処理棟 Ｓ H9 新耐震設計法 △

福井 鷹巣浄化センター 施設全般 RC Ｈ10 レベル2 〇
OD、終沈、分配槽、機械棟、水処理棟 RC H7 新耐震設計法 △
OD、終沈 RC H11 レベル2 〇

清水 清水西部環境センター OD、終沈、管理機械棟 RC Ｈ5 新耐震設計法 △
美山 羽生浄化センター POD、終沈、管理機械棟 RC H12 レベル2 〇
美山 美山浄化センター POD、終沈、管理機械棟 RC H17 レベル2 〇

備考：〇：耐震化済み（レベル２対応）　　　△：新建築基準法のみ対応、土木は未対応　　　×：耐震化未実施

清水 清水東部環境センター

福井

福井

境浄化センター

日野川浄化センター
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2-4.職員の参集 

 

（１）福井市 職員全体の参集 

職員の参集については、「福井市震災時業務継続計画」に参考に想定する。発災当初は、

職員の 40％が被災すると想定し、日野川浄化センターを中心とした 6km、20km 圏内、20km

圏外の職員の割合から参集率を設定する。 

 

図2-4-1 日野川浄化センターを中心とした６㎞、２０㎞圏内図 

 

表 2-4-1 参集場所までの職員の居住割合 

参集場所までの距離 職員の居住割合 

日野川浄化センターから 6ｋｍ圏内 約 19％ 

日野川浄化センターから 6ｋｍ～20ｋｍ圏内 約 65％ 

日野川浄化センターから 20ｋｍ圏外 約 16％ 

  

参集予測の算出条件を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【算出根拠】 

①交通機関、ライフラインが寸断されている場合には、徒歩にて参集することになる。

歩行速度は４㎞～５km といわれており、各職員の自宅から参集場所までの距離を

ヒアリングし、徒歩で参集した場合にかかる時間から時期ごとの参集人数を算出し

た。 

②発災初期には職員又は家族が被災し、参集不能となる割合（参集不能率）を参集人

数に乗じて補正する。時間が経過するにつれて回復して参集するものとする。 

③足羽川、九頭竜川、日野川などの橋梁は、徒歩（自転車）の通行は可能とする。 

 

６ｋｍ ２０ｋｍ 
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（２）下水道担当職員の参集 

 
表2-4-2 「福井市震災時業務継続計画」の参集時期及び想定 

 

 

 

表 2-4-3 職員の参集想定（令和２年度） 

 所属人数 3 時間以内 1 日以内 3 日以内 2 週間以内 

経営管理課 13 1 8 11 12 

上下水道サービス課 10 0 5 9 9 

下水管路課 25 4 18 24 24 

雨水対策室 5 １ 4 4 4 

下水施設課 14 0 9 13 13 

下水施設管理事務所 14 1 8 13 13 

合計 81 7 50 74 75 

 

 

時間 想定となる対象 

発災～３時間 
本庁舎等から 6ｋｍ圏内に居住する職員を対象。ただし、そ

のうち 40％は被災する 

１日以内 
本庁舎等から 6ｋｍ圏～20ｋｍ圏に居住する職員が徒歩（自

転車）で参集。また、被災した職員 40％のうち、半数が回

復したと想定する 

３日以内 
依然として 10％の職員は被災状態であり、その回復は未だ

困難である 

～２週間 約 2％本人、家族の死傷等により長期間参集できないと想定

する ～１ヶ月 

図2-4-1 各課の参集人数グラフ 
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2-5. 職員の参集ルール 
 

下水道担当職員は、福井市地域防災計画、下水道ＢＣＰに基づき、地震の震度に応じ

て、下図の場所に参集する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-5-1 震度に応じた参集場所 

 

 

 

参考：福井市地域防災計画 参集基準 

第１号配備 第２号配備 

・福井市域で震度４、又は震度５弱の地

震を観測した時 

・福井市域で、津波注意報、津波警報が

発表された場合 

・災害が発生した時、又は災害が発生す

るおそれがある場合 

【地震・津波時】 

・福井市域で震度５強以上の地震を観測した時 

・福井市域で、大津波警報が発表された場合 

【地震・津波以外の災害】 

・災害が発生した時、又は災害が発生するおそれ

がある場合で甚大な被害が予想される場合 

市本部：危機情報センター 

    総務部長をセンター長として

福井市役所本庁舎に設置。 

市本部：福井市災害対策本部 

市長を本部長として、福井市役所本庁舎又

は福井市防災センターに設置。 

下水道部職員の参集場所：勤務場所 下水道部職員の参集場所：勤務場所 

 

 

震度５強以上 

震度４または 

震度５弱 

発

災 

下水道BCPにおいては、 

「日野川浄化センター」 

とする。 

勤務場所 

（第１号配備） 

勤務場所 

（第２号配備） 

地域防災計画 
 

下水道災害大佐う本部取りまとめ

企業管理者

福井市災害対策本部

各課取りまとめ

所属長

各職員 課長補佐 上下水道経営部次長

調整参事

上下水道経営部長

下水道災害対策支部取りまとめ 
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課題の解決や理念・目標の実現に向けて、 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

課題の解決や理念・目標の実現に向けて、 

 

 
 
 
 
 
 
 

2-6. 職員の参集確認 
 

（１）職員参集・連絡フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）取りまとめフロー 

 

 

下水道災害大佐う本部取りまとめ

企業管理者

福井市災害対策本部

各課取りまとめ

所属長

各職員 課長補佐 上下水道経営部次長

調整参事

上下水道経営部長

下水道災害対策支部とりまとめ 

携帯電話を所持しており、メール・通話が可能な場合 

福井市緊急参集メールシステム 

福井市緊急参集メール 

福井市緊急参集メール 

システムへの返信 

各課長補佐へ、本人、家族の安

否情報を連絡（メール、電話） 

参集場所 

（日野川浄化センター）へ参集 

参集できない理由（本人、家族

等の被災の状況）を連絡 

携帯電話等の連絡手段が手近に無い、携帯電話のメール・通話が不能の場合 

参集可能 

参集不可能 参集可能 

参集不可能 

市内公民館に行き、防災無線により

日野川浄化センターへ安否を連絡 

以降、定期的に課長補佐への連絡を心がける 

参集が不可能な場合 すぐに参集が可能な場合 

以降、定期的に課長補佐への連絡を心がける 

参集場所 

（日野川浄化センター）へ参集 

発

災 

発

災 
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2-7. 組織体制 
 

企業局災害対策本部の組織体制を下図のとおり定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下水道管路調査班・下水道管路復旧班 
（下水管路課・雨水対策室） 

水道管路復旧班・応急給水班 
（水道管路課・給水管理事務所） 

処理場班・ポンプ場班 
（下水施設管理事務所） 

簡易水道班 
（簡易水道課） 

下水道災害対策支部長 
（上下水道経営部次長） 

水道災害対策支部長 
（上下水道事業部次長） 

下水道総務班 
（経営管理課（下水道）） 

水道総務班 
（経営管理課（水道）） 

下水道サービス班 
（上下水道サービス課（下水道）） 

水道サービス班 
（上下水道サービス課（水道）） 

企業局下水道災害対策支部 

企業局災害対策本部 災害対策本部連絡責任者 
（調整参事） 

MP調査班・下水道施設復旧班 
（下水施設課） 

水道施設復旧班・浄水班 
（水道施設課・浄水管理事務所） 

災害対策本部下水道担当副部長 
（上下水道経営部長） 

災害対策本部水道担当副部長 
（上下水道事業部長） 

連絡調整・ 
情報共有 

企業局水道災害対策支部 

連絡調整・ 
情報共有 

災害対策本部長 
（企業管理者） 
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表2-7-１ 各所属の対応業務内容 

  

所属 班 対応業務 

下
水
管
理
課 

水道総務班 

 

・下水道災害対策本部の立ち上げ 

・下水道災害対策本部事務局の運営 

・災害復旧の全体計画及び調整 

・庶務及び職員の動員 

・被害状況のとりまとめ 

・関係機関との連絡調整 

・市関係部局との連絡調整 

・道路規制に関する関係機関への連絡 

・復旧用資機材の調達 

・関係機関への応援の要請、受入れ及び配置 

上
下
水
道
サ

ビ
ス
課 

下水道 

サービス班 

・下水道災害対策本部運営（計画調整 Gの支援） 

・市民からの苦情対応 

・下水道復旧等の市民への広報 

・仮設トイレの確保及び配備 

・仮設トイレのし尿汲み取り 

・下水道使用料の減免 

・受益者負担金･分担金の徴収猶予 

・汚水ます設置費用の徴収猶予 

・合併処理浄化槽の対応 

・合併処理浄化槽維持管理事業補助 

下
水
管
路
課 

下水道管路

調査班 

・管路の被害状況の現地調査 

・管路の被害状況のとりまとめ（総括及び調整等） 

・災害査定のための調査 

・応援自治体の補佐 

下水道管路

復旧班 

・応急復旧の業者への指示 

・管きょの復旧計画の策定 

・管路の復旧状況のとりまとめ 

・市民からの情報提供等での現場確認 

・水防関係 
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所属 班 対応業務 

下
水
施
設
課 

MP 調査班 ・マンホールポンプの緊急点検、調査、一次調査 

下水道施設復

旧班 

・処理場、ポンプ場、マンホールポンプの被災状況の把握 

・処理場、ポンプ場、マンホールポンプ応急復旧 

・処理場、ポンプ場、マンホールポンプの復旧計画の策定 

・施設（処理場、ポンプ場）の被害状況のとりまとめ 

下
水
施
設
管
理
事
務
所 

処理場班 

・センター内設備の被害状況調査及び報告 

・場内浸水防止作業 

・被災設備の応急復旧の事前準備 

・各浄化センター内、設備被害状況調査及び報告 

・被災時の緊急操作 

・一般廃棄物の処理及び収集手数料の減免 

ポンプ場班 

・被災時の緊急操作 

・被災設備の応急復旧の事前準備 

・各ポンプ場内、設備被害状況調査及び報告 

・放流水の水質検査 

・マンホールポンプの復旧等の事前準備 

・し尿の他市町村への処理依頼 
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2-8. 対応拠点 
 

職員は、福井市地域防災計画、下水道ＢＣＰに基づき、地震の震度に応じて、以下の

場所が対応拠点となる。 

 

（1）大規模災害時対応拠点【震度５強以上】 

事 項 説   明 

拠  点   
日野川浄化センター 管理棟 

所在地：福井市黒丸町 3-1 地係 

設置場所と連絡手段 

全班：管理棟 

連絡手段は、通常対応と同じ番号を使用する 

（ＮＴＴの「ボイスワープ」機能を使用） 

  ※ボイスワープ：かかってきた電話を、あらかじめ指定した電話番号に転送するサービス 

 

 

 

 

 

（2）通常対応拠点【震度４または震度５弱】 

事 項 説   明 

拠  点   

企業局庁舎 

所在地：福井市大手３丁目１３－１ 

（処理場班・ポンプ場班は日野川浄化センターに設置） 

設置場所と連絡手段 

（防災無線№は 

資料編に記載） 

下水道総務班：経営管理課（企業局庁舎 ３階） 

         TEL２０－５６１５ FAX２７－２７５３ 

下水道サービス班：上下水道サービス課（企業局庁舎 ２階） 

TEL２０－５６３２ FAX２０－５６３７ 

下水道管路調査班・下水道管路復旧班： 

下水管路課（企業局庁舎 ４階） 

TEL２０－５６５６ FAX２０－５４４６ 

MP 調査班・下水道施設復旧班： 

下水施設課（企業局庁舎 ４階） 

TEL２０－５４４５ FAX２０－５７８３ 

処理場班・ポンプ場：下水施設管理事務所 

（日野川浄化センター管理棟 ２階） 

TEL２６－５７０１ FAX２０―５６０１ 

 

 

 

 

 

 

▲企業局庁舎 ▲日野川浄化センター 管理棟 

・企業局庁舎は、震度７クラスの甚大な地震においては、天井フロアや壁等に被害を受ける可能

性があるため、より安全性の高い日野川浄化センターを使用する。（管理棟は、昭和 58年竣工
で、現行の建築基準法による耐震基準に対応している） 

・日野川浄化センターは、支援自治体や復旧対応業者等の活動のために、敷地に余裕があり駐車

場が確保できることや、管理棟などで執務スペースも柔軟に対応可能である。 
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（３）大規模災害時対応拠点のレイアウト 

 

下水道対策支部及び各所属の執務スペース等の設置場所は、下図のとおりとする。なお、

図中で着色していない部屋は、機械室等になっており、原則、使用できない。 

また、平常時に、下水施設管理事務所が執務スペースとして使用している部屋を、災害

時には各所属の執務スペースとし、フリースペースを職員や災害支援者の休憩所として活

用する。その他の資機材については、発災後、ただちに使用できるように、３階の空きス

ペースに備蓄する。 

  

電気室 

事務室 

機械室 
ボイラー 

休憩室 

更衣室 

浴室 

トイレ 

トイレ 

車庫 

50㎡ 

10㎡ 10㎡ 

女性用更衣室兼仮眠室 資機材仮置き場 

図2-5-1 日野川浄化センター管理棟１階 

正面玄関 

１F 

調査班待機スペース 
資機材仮置き場 

女性用更衣室兼仮眠室 
 

調査班待機スペース、 

資機材仮置き場 

資機材仮置き場 
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図2-5-２ 日野川浄化センター管理棟２階 

生物実験室 

細菌培養 
準備室 

機器分析室 

実験室 

天秤室 

薬品室 
高温室 低音室 

空調機械室 
倉庫 

倉庫 
更衣室 

更衣室 

排 

気 

F 
トイレ 

監視室 

排 

気 

F 
トイレ 

各班執務スペース 
 

フリースペース 

各班執務スペース 

男性用仮眠室 
 

資機材備蓄場所 
 

フリースペース 
 

50㎡ 
30㎡ 

150㎡ 

防災無線 

120㎡ 

170㎡ 
100㎡ 

100㎡ 

10㎡ 
130㎡ 

各班執務スペース 下水道対策本部 会議室 

図2-5-３ 日野川浄化センター管理棟３階 

各班執務スペース 

 

資機材備蓄場所 

２F 

３F 

下水道対策支部会議室 
 

ミーティングルーム 

フリースペース 
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 ２-９．避難誘導方法 

 

職員は、以下のとおり来訪者の避難誘導を行う。 

 
建物名 企業局庁舎 日野川浄化センター 
避難誘導責任者 
避難誘導管理者 

経営管理課 課長 
経営管理課 課長補佐 

下水施設管理事務所長 所長 
下水施設管理事務 課長補佐 

来訪者の避難誘導方法 応接している職員が、責任を持って誘導する。 
屋外退避が必要な場合は、階段を使って移動する。 

避難経路 各施設に掲示の避難経路を参照。 
近隣の避難所 順化小学校 

福井市大手 3丁目 16-1 
河合小学校 
福井市山室町 10-12 

 
 

 ２-１０．安否確認方法 

 

以下のとおり、安否確認を行う。 
 
安否確認の責任者 経営管理課 課長 
安否確認の担当体制 下水道総務班 
安否確認の方法・手順 職員とその家族の安否を確認する。 

作業手順：参集者から随時、参集状況報告書に参集状況、家族

の安否情報を記入する。 
参集不可の職員については、電話連絡を行い、安否の確認を行

う。 
安否確認の発動条件 震度５強以上の地震が観測された場合 
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第３章 
非常時対応計画 
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３．非常時対応計画 
 

3-1.優先実施業務の選定 

（１）業務目標 

優先実施業務を選定するにあたり、下水道施設に大きなダメージを受けることが予想

される中で、市民生活にとって必要な下水道サービスについて、安全性の確保、生活環

境の保全、下水道機能の回復の３つのサービスを確保することとする。そのために必要

な４つの業務目標を抽出し、その実施予定時期の目標を定めた。 

 

≪下水道のサービス水準≫ 

下水道のサービス サービス水準維持のための業務 実施予定時期 

①安全の確保 

被災状況の把握と市民への情報提供 １日以内 

緊急輸送道路の危険箇所の明示 １日以内 

②生活環境の保持 主要な避難所におけるトイレ機能の確保 ３日以内 

③下水道機能の回復 下水道事業の主要な通常業務の再開 ２週間以内 

 

  以下に、業務目標（４項目）と実施予定時期、目標達成のための対応について示す。

これらの予定時期を踏まえ、優先実施業務を選定し着手・完了時期を定める。 

 

≪業務目標≫ 

  

下水道管きょ、施設の被害状況を早急に把握し、市民へ

の情報提供に務める。特に、降雨時に浸水被害が予想され

る合流区域や、トイレ利用者が殺到することが予想される

避難所における被災状況を優先的に把握する。 

 

 

  

消防、警察、自衛隊車両などの緊急車両の通行の障害と

なる下水道施設の被害（陥没、マンホール浮き上がり等）

について、早急に調査し、カラーコーン、バリケード等に

て危険箇所の注意を喚起する。 

 

【 目標達成のための対応 】 

・管きょ（緊急輸送道路）の緊急点検 

・被災箇所へのカラーコーン、バ

リケードの設置 

【 目標達成のための対応 】 

・管きょ（重要な幹線）、処理場、

ポンプ場の緊急点検、 

緊急調査→合流区域を優先 

・被害状況の集計 
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被災直後には、下水管きょの被災や上水道の断水が発生

し、トイレが使用できない状況が予想される。このため、

主要な避難所において、避難してきた市民のトイレ機能を

確保する。 

 

 

  

地震発災直後は、地震対応業務を中心に行うが、２週間を

目処に、会計処理や排水設備の申請（地震関連で増加が予想され

る）、施工中の工事対応など、市民生活に影響がある主要な通

常の業務を再開する。 

 
 
 
 
（２）優先実施業務の定義 

優先実施業務は、発災時に優先する業務目標を達成するために必要となる実務レベル

の詳細な業務のことであり、優先実施業務には、被災時でも継続すべき優先度の高い通

常業務と、発災後に新たに発生する応急対策や復旧業務がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 福井市地域防災計画 

災害予防業務 

 

 

 

 

復旧・復興業務 

災害応急対策業務 

通常業務 

その他の通常業務 

継続の必要性の高い 

通常業務 

優
先
実
施
業
務 

（
福
井
市
下
水
道
B
Ｃ
Ｐ
） 

優先度の高い復旧業務 

【 目標達成のための対応 】 
・管きょ（重要な幹線）、処理場、

ポンプ場の緊急点検、緊急調査 

・被災した施設の応急復旧（仮設配

管、管内土砂撤去など）の着手 

・仮設トイレの配備 

※本計画では目標を定めるものであり、目標期間内の業務完了を保証するものではない。 

【目標達成のための対応】 
・お客様サービス室の窓口対応の再開 

・各課の発注工事の安全確保、精算等 

・下水道事業会計の支出命令等の会

計処理 
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（3）優先実施業務の選定 

優先実施業務の選定については、４つの業務目標を達成するために必要な業務として

班毎に整理抽出を行い、合計として６２件の災害対応業務と２７件の通常業務を選定し

た。次項に優先実施業務の一覧を示す。なお、「福井市震災時業務継続計画」で選定した

業務をさらに詳細な業務に分けているため、「福井市震災時業務継続計画」より業務数が

多い。 

 

 

 

 

 

                               （単位：件） 

班  名 災害対応業務 通常業務 

下水管理班 20 14 

下水管路班 17 7 

下水施設班 8 3 

施設管理センター班 17 3 

合 計 62 27 

 

 
 

 

 

 

 

 

  

【優先実施業務】 

・災害対応業務：62 件 

・通 常 業 務：27 件 
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表3-1-１ 優先実施業務（災害対応） 

 

 

 

  

番号 福井市震災時業務継続計画で位置付けた業務 班名 番号

番号 福井市震災時業務継続計画で位置付けた業務 班名 番号

番号 福井市震災時業務継続計画で位置付けた業務 班名 番号

16 市民からの情報提供等の現場確認

関係機関への応援の要請、受入れ及び配置

下
水
道
総
務
班

関係機関との連絡調整

市関係部局との連絡調整

道路規制に関する関係機関への連絡

復旧用資機材の調達

5

1
公共下水道施設の被害調査、二次災害防止、応急修
理及び復旧対策の総括

部内の庶務及び職員の動員

部内の災害情報の収集及び連絡調整

公共下水道施設の応急修理、復旧用資機材等の調達

関係機関への応援の要請、受入れ及び配置

1

2

3

4

下水道業務継続計画における業務

下水道業務継続計画における業務

災害対策本部の立上げ

災害対策本部事務局の運営

災害復旧全体計画の策定及び調整

庶務及び職員の動員

被害状況の取りまとめ

6

7

1

2

3

4

5

8

9

10

2

3

4

5

6

7

災害対策本部事務局の運営（下水道総務班の補助）

市民からの苦情対応

下水道復旧等の市民への広報

仮設トイレの確保及び配備

6

8

9

10

1

2

3

4

5

下
水
道
サ
ー

ビ
ス
班

下水道使用料の減免

受益者負担金・分担金の徴収猶予

汚水ます設置費用の徴収猶予

合併処理浄化槽維持管理事業補助

下水道についての災害広報

仮設トイレの確保、配備及びし尿くみ取り

1

2

緊急点検（一次、二次）

緊急点検（三次、四次）

仮設トイレのし尿くみ取り

下水道使用料の減免

受益者負担金・分担金の徴収猶予

汚水ます設置費用の徴収猶予

合併処理浄化槽の対応

一次調査（福井市）

被害状況の現地調査

被害状況の取りまとめ

災害査定のための調査

合併処理浄化槽維持管理事業補助

下水道業務継続計画における業務

公共下水道施設（管渠等）の被害調査、二次災害防
止、応急復旧及び復旧対策

水防関係

下
水
道
管
路
調
査
班

1

2

3

4

5

6

7

8

15

17

下
水
道
管
路
復
旧
班

管路の復旧計画の策定

管路の復旧状況の取りまとめ

水防関係

9

10

11

12

13

14

緊急措置作業

民間企業との連絡

汚水溢水の解消

応急復旧作業

応急資材の確保

応急復旧の業者への指示

応援自治体の補佐

緊急調査（重要幹線）

緊急調査（その他）
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番号 福井市震災時業務継続計画で位置付けた業務 班名 番号

番号 福井市震災時業務継続計画で位置付けた業務 班名 番号

下水道業務継続計画における業務
公共下水道施設（ポンプ場、処理場）の被害調査、
二次災害防止、応急復旧及び復旧対策

排水ポンプの緊急操作

処理場の緊急操作

一般廃棄物の処理及び収集手数料の減免

MP緊急点検

MP緊急調査（重要幹線）

MP緊急調査（その他）

MP一次調査

MPの緊急点検、調査、一
次調査

M
P
調
査
班

1

2

1

2

3

4

3

4

5

下水道業務継続計画における業務

1
公共下水道施設（ポンプ場、処理場）の被害調査、
二次災害防止、応急復旧及び復旧対策

3

8

処理場、ポンプ場、MPの被災状況の把握

処理場、ポンプ場、MP応急復旧

処理場、ポンプ場、MPの復旧計画の策定

施設（処理場、ポンプ場）の被害状況の取りまとめ

下
水
道
施
設
復
旧
班

6

7

4 一般廃棄物の処理及び収集手数料の減免

日野川T緊急点検

緊急調査

日野川T内設備の被害状況
調査及び報告

場内浸水防止作業

メーカー及び関係業者へ
の調査連絡処

理
場
班

1

2

6

7

8

9

復旧用資器材等の調達

処理場復旧対応

被災設備の応急復旧の事
前準備

各浄化センター内設備の被害状況調査及び報告

被災時の緊急操作

一般廃棄物の処理及び収集手数料の減免

2 排水ポンプの緊急操作

3 処理場の緊急操作

16

17

ポ
ン
プ
場
班

緊急放流の関係機関への
連絡及び協議

放流水の水質検査

MPの復旧等の事前準備

し尿の他市町村への処理依頼

10

11

12

13

14

15

被災時の緊急操作

被災設備の応急復旧の事前準備

被害状況等の情報収集と
情報発信
被害状況のまとめ、関係
機関への報告

各ポンプ場内設備の被害
状況調査及び報告

緊急放流の水質検査

4

5
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表3-1-２ 優先実施業務（通常） 

 

 

班名 番号 福井市震災時業務継続計画・下水道業務継続計画における業務

班名 番号 福井市震災時業務継続計画・下水道業務継続計画における業務
1 排水設備工事申請受付・審査
2 排水設備の確認検査、除外施設やますの設置確認
3 水洗化貸付金貸付
4 受益者負担金・分担金賦課徴収
5 下水道使用料賦課徴収
6 合併浄化槽維持管理補助・設置補助交付の受付
7 補備工事の受付
8 負担金等にかかる現地調査、ますの設置確認
9 下水道使用料の検針、減免現地確認、実態調査
10 合併浄化槽設置補助にかかる現地確認

班名 番号 福井市震災時業務継続計画・下水道業務継続計画における業務

班名 番号 福井市震災時業務継続計画・下水道業務継続計画における業務

班名 番号 福井市震災時業務継続計画・下水道業務継続計画における業務

下水管路の建設、改良（計画、設計）

処
理
場
班

ポ
ン
プ
場
班

2 下水道施設維持管理（施設設備、計画、工事に関する業務）

3 特定事業場に関する管理（届出受理、指導に関する業務）

下水道施設管理（計画審査、設備計画、台帳システムに関する業務）1

下水道施設維持管理（施設設備、計画、工事に関する業務）2

特定事業場に関する管理（届出受理、指導に関する業務）3

浸水対策事業の啓発、支援7

下水道施設管理（計画審査、設備計画、台帳システムに関する業務）1

下水管路の維持管理（取付管）3

下水管路施設の建設、改良4

浸水対策事業の計画、施設の建設5

下水道事業の計画及び立案（事業計画変更認可、中長期計画）

下水管路の維持管理1

浸水対策事業の運営、施設の維持管理2

下
水
道
総
務
班

下
水
道
サ
ー

ビ
ス
班

下
水
道
管
路
調
査
班

下
水
道
管
路
復
旧
班

M
P
調
査
班

下
水
道
施
設
復
旧
班

1

4

6

下水道事業の財政運営（支出関係書類の審査、資金管理、予算・決算業務）

国、県等関係機関との連絡（重要要望、各種調査・回答）2

福井県下水道協会関係3
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3-2. 非常時対応計画フロー 

 

（１）許容中断時間の把握 

各優先実施業務の「対応の目標時間」を設定するために、「許容中断時間」を把握する。 

許容中断時間は、優先実施業務の完了が遅延した場合の社会的影響の度合いや、行政

に対する社会的な批判を勘案し、把握する。平成 19 年 6 月に策定された「中央省庁業務

継続ガイドライン第１版」（内閣府）において、下表のように業務遅延による社会的影響

度を 5 段階で示しており、過半の人が許容できなくなる度合いを影響度Ⅳとしている。

これに基づき、下水道における優先実施業務の許容中断時間の検討を行った。 

 

表3-2-1 業務遅延による社会的影響の度合い 

影響の度合い Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ 

対象とする業務

が遅延すること

の影響範囲 

業務遅延による

影響はわずか

にとどまる。 

 

ほとんどの人は

影響を意識しな

いか、意識して

もその行政対応

は許容可能な

範囲である。 

業務遅延による

影響は若干発

生する。 

 

大部分の人は

その行政対応

は許容可能な

範囲である。 

 

 

業務遅延による

影響は発生する。 

 

 

社会的な批判が

一部で生 じ る

が、その過半の

人は、その行政

対応は許容可能

な範囲である。 

業務遅延による

影響は相当発

生する。 

 

社会的な批判

が発生し、過半

の人はその行

政対応は許容

可能な範囲外で

ある。 

 

業務遅延による

甚大な影響が

発生する。 

 

大規模な社会的

批判が発生し、

大部分の人は、

その行政対応は

許容可能な範囲

外である。 

出典：中央省庁業務継続ガイドライン第 1版（内閣府） 

 

 

 

（２）対応目標時間の設定 

リソースの制約条件及び優先実施業務の「許容中断時間」を考慮し、対応標時間を決

定した。なお、優先実施業務の「許容中断時間」については、「下水道 BCP 策定マニュア

ル～第 2編～（地震・津波編）」（国土交通省）を参考とした。 
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（３）優先実施業務と実施時期 

 26 ページから 28ページに挙げた優先実施業務とその実施時期を示す。 

【応急復旧業務】 

 

班 NO 業務内容 業務遅延による影響

1-1
下水道災害対策本部の立ち上
げ

初動対応の遅れが発生し、被害が拡大
する

1-2
下水道災害対策本部事務局の
運営

関係部署との連絡調整、被害状況の把
握に遅れが生じる

1-3 災害復旧の全体計画及び調整 下水道機能の回復に遅れが生じる

2-1 庶務及び職員の動員 優先実施業務の実施が遅れる

3-1 被害状況のとりまとめ
下水道の使用できないエリアの把握が遅
れる

3-2 関係機関との連絡調整 支援体制の構築について遅れが生じる

3-3 市関係部局との連絡調整
市全体としての被害状況の把握に遅れ
が生じる

3-4
道路規制に関する関係機関へ
の連絡

通行規制エリアの把握に遅れが生じる

4-1 復旧用資機材等の調達 下水道機能の復旧業務に遅れが生じる

5-1
関係機関への応援の要請、受
入れ及び配置

被害調査、応急復旧の進行に遅れが生
じる

1-4
下水道災害対策本部運営（計画
調整Gの支援）

初動対応の遅れが発生し、被害が拡大
する

3-5 市民からの苦情対応 下水道サービスの提供に遅れが生じる

6-1 下水道復旧等の市民への広報
下水道サービスについて市民の間に混
乱が生じる

7-1 仮設トイレの確保及び配備
避難所のトイレが不足して不衛生となり
健康被害が増加する

7-2 仮設トイレのし尿汲み取り
仮設トイレが使用不能となり健康被害が
増加する

8-1 下水道使用料の減免 市民生活の回復に遅れが生じる

9-1
受益者負担金・分担金の徴収猶
予

市民生活の回復に遅れが生じる

10-1 汚水ます設置費用の徴収猶予 市民生活の回復に遅れが生じる

11-1 合併処理浄化槽の対応 トイレ等の使用に遅れが生じる

11-2
合併処理浄化槽維持管理事業
補助

市民生活の回復に遅れが生じる

12-1 緊急点検（一次、二次）
人的被害を伴う二次災害のおそれが生じ
る

12-2 緊急点検（三次、四次）
人的被害を伴う二次災害のおそれが生じ
る

12-3 緊急調査（重要路線）
汚水溢水の放置等、公衆衛生上の問題
が発生する

12-4 緊急調査（その他）
汚水溢水の放置等、公衆衛生上の問題
が発生する

12-5 一次調査（福井市） 応急復旧、暫定機能確保に遅れが生じる

12-6
管路の被害状況のとりまとめ
（統括及び調査等）

住民の公衆衛生の悪化・健康被害が懸
念される

12-7 災害査定のための調査 本復旧の完了が遅延する

12-8 応援自治体の補佐
被害調査、応急復旧の進行に遅れが生
じる

12-9 緊急措置作業
人的被害を伴う二次災害や公衆衛生上
の問題を解決できないおそれが生じる。

12-10 民間企業との連絡
被害調査、応急復旧の進行に遅れが生
じる

12-11 汚水溢水の解消
公衆衛生上の問題を解決できないおそ
れが生じる。

下
水
道
総
務
班

下
水
道
サ
ー

ビ
ス
班

下
水
道
管
路
調
査
班

ｌ
3
時
間
ｌ

ｌ
6
時
間
ｌ

ｌ
12

時

間

ｌ

ｌ
24

時

間

ｌ

ｌ
3
日
ｌ

ｌ
7
日
ｌ

ｌ
10

日

ｌ

ｌ

14
日

ｌ
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21
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ｌ

ｌ
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日

ｌ

f
緊

急

性

の

高

い
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を

再

開

報告

広報

設置完了

危
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の
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タイムスケジュール
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班 NO 業務内容 業務遅延による影響

12-12 応急復旧作業
汚水溢水の解消の遅れによる疫病発生
の拡大が懸念される

12-13 応急資材の確保
汚水溢水の解消の遅れによる疫病発生
の拡大が懸念される

12-14 管渠の復旧計画の策定 本復旧の完了が遅延する

12-15 管路の復旧状況のとりまとめ 本復旧の完了が遅延する

12-16
市民からの情報提供等での現
場確認

被害状況把握の遅れや、行政への不
信、不満の増長が懸念される

13-1 水防関係
復旧活動や住民、避難生活等に大きな
影響が懸念される

14-1 MP緊急点検
人孔の浮上等に起因した事故等の二次
災害のおそれが生じる

14-2 MP緊急点検（重要幹線）
対策本部との連絡調整が遅れることによ
り機能回復に支障が生じる

14-3 MP緊急点検（その他）
汚水溢水の放置等による健康被害の発
生が懸念される

14-4 MP一次調査
汚水溢水の放置等による健康被害の発
生が懸念される

14-5 関係業者等の対応確認 応急復旧、暫定機能確保に遅れが生じる

14-6 処理場、ポンプ場、MP応急復旧 応急復旧、暫定機能確保に遅れが生じる

14-7
処理場、ポンプ場、MPの復旧計
画策定

本復旧の完了が遅延する

14-8
施設（処理場、ポンプ場）の被害
状況のとりまとめ

汚水溢水の解消の遅れによる疫病発生
の拡大が懸念される

14-9 日野川緊急点検
未処理汚水が流出した場合には水域汚
染が発生する恐れがある

14-10 緊急調査
調査の遅れにより、汚水溢水及び未処理
下水の流出等公衆衛生上の問題が発生
する恐れがある

14-11 場内浸水防止作業
場内浸水により重大な施設の機能不全を
起こす恐れがある

14-12
メーカー及び関係業者への調査
連絡

施設復旧への協力体制、資機材の確
保、施設の機能回復が遅れる恐れがあ
る

14-13 復旧用資機材等の調達
浄化センター等の復旧作業、機能回復に
支障きたす恐れがある

14-14 処理場復旧対応
未処理下水が流出し水域汚染が発生す
る恐れがある

14-15
各浄化センター内、設備被害状
況調査及び報告

調査の遅れにより、汚水溢水及び未処理
下水の流出等公衆衛生上の問題が発生
する恐れがある

16-1 被災時の緊急操作（処理場）
汚水溢水及び未処理下水の流出等公衆
衛生上の問題が発生する恐れがある

17-1
一般廃棄物の処理及び収集手
数料の減免

便所等が使用できない期間が長くなるた
め、住民の公衆衛生悪化・健康被害が懸
念される

15-1 被災時の緊急操作（ポンプ場）
汚水の溢水や場内浸水による施設機能
不全を起こす

15-2
被災設備の応急復旧の事前準
備

機能回復に支障をきたす

14-16
被害状況等の情報収集と情報
発信

機能回復の遅れや緊急放流

14-17 被害状況のまとめ関係機関報告 災害査定や緊急放流

14-18 緊急放流の水質検査 河川等の水質汚濁

14-19
緊急放流の関係機関へ連絡・協
議

水質汚濁への対策

14-20
マンホールポンプの復旧等の事
前準備

機能回復に支障をきたす

14-21 し尿の他市町村への処理依頼
浄化槽使用家庭や、汲取り家庭の環境
悪化
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業務中断による社会的影響度

小 大

下水道サービスを確保するための対応業務
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【通常業務】 

 

 

 

班 NO 業務内容

1 排水設備工事申請受付・審査

2
排水設備の確認検査、除外施設や桝の設
置確認

3
下水道事業の財政運営（移出関係書類の
審査、資産管理、予算・決算業務）

4
国、県等関係機関との連絡（重要要望、各
種調査・回答）

5 福井県下水道協会関係

6
下水道事業の計画及び立案（事業計画認
可変更、中長期計画）

7 水洗化貸付金貸付

8 受益者負担金・分担賦課金徴収

9 下水道使用料賦課徴収

10
合併浄化槽維持管理補助・設置補助交付
金の受付

11 補備工事の受付

12
負担金等にかかる現地調査、桝の設置確
認

13
下水道使用料の検討、減免現t確認、実態
調査

14 合併浄化槽設置補助にかかる現地調査

15 下水管路の維持管理

16 浸水対策事業の運営、施設の維持管理

17 下水管路の維持管理（排水設備）

18 下水管施設の建設、改良

19 浸水対策事業の計画、施設の建設

20 下水管路の建設、改良（計画、設計）

21 浸水対策事業の啓発、支援

22
下水道施設管理（計画審査、設備計画、台
帳システムに関する業務）

23
下水道施設維持管理（施設設備、計画、工
事に関する業務）

24
特定事業場に関する管理（届出受理、指導
に関する業務）

25
下水道施設管理（計画審査、設備計画、台
帳システムに関する業務）

26
下水道施設維持管理（施設設備、計画、工
事に関する業務）

27
特定事業場に関する管理（届出受理、指導
に関する業務）
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業務中断による社会的影響度

小 大

下水道サービスを確保するための対応業務
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（4）被害調査の時期と必要人員 

 管路の被害調査

発
災

３
時
間

６
時
間

1
2
時
間

2
4
時
間

３
日
間

７
日
間

1
0
日
間

1
4
日
間

3
0
日
間

第１、２次緊急輸送道路

2人☓3班＝6人

第３、４次緊急輸送道路

2人☓3班＝6人

重要な幹線
3人☓3班＝9人 3人☓3班＝9人

その他の管渠
3人☓3班＝9人 3人☓3班＝9人

4人☓1班＝4人

4人☓4班＝16人

4人☓1班＝4人

4人☓10班＝40人

福井市職員
応援自治体

マンホールポンプの被害調査

発
災

３
時
間

６
時
間

1
2
時
間

2
4
時
間

３
日
間

７
日
間

1
0
日
間

1
4
日
間

3
0
日
間

緊急輸送道路
2人☓3班＝6人

重要な幹線
2人☓3班＝6人

2人☓3班＝6人

2人☓3班＝6人

2人☓3班＝6人

福井市職員
応援自治体

処理場・ポンプ場の被害調査

発
災

３
時
間

６
時
間

1
2
時
間

2
4
時
間

３
日
間

７
日
間

1
0
日
間

1
4
日
間

3
0
日
間

市職員　5名

JV職員　12名

市職員　5名

JV職員　14名

市職員　5名

JV職員　12名

市職員　5名

JV職員　14名

市職員　2名

JV職員　若干名

市職員　2名

JV職員　若干名

福井市職員
ＪＶ職員

被害報告の時期 着手時期 完了時期 継続

24時間 被害報告①（速報版） 市職員

１０日 被害報告②（確報） 応援自治体

３０日 被害報告③（訂正報告） ＪＶ職員

応急復旧・本復
旧のための調

査

6
6

4
16 40

若干名

必要人員

必要人員

必要人員

6 15 18 13-
- - - -

-

10
26-

緊急点検

０次調査
（緊急調査）

重要な幹線

その他の管渠

緊急点検

その他の管路

０次調査
（緊急調査）

マンホールポンプ１次調査

処理場　７箇所

ポンプ場　10箇所

緊急点検

処理場　７箇所

１次調査

０次調査
（緊急調査）

ポンプ場　10箇所

ポンプ場　10箇所

処理場　７箇所

-

- 4

必要に応じて

１次調査と一

体的に行う。
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3-３.優先実施業務に必要な人数の算定 

 

選定した優先実施業務を実施するために必要な人数は以下のとおりである。 

発災後３時間以降は、一部充足する期間があるものの、慢性的に人的資源が不足する。

そのため、再任用職員や災害支援協定締結団体等の協力が必要となる。 

 

 

表3-３-1 優先実施業務の実施に必要な人数 

【下水道災害対策支部全体】 

 

 

☆発災後３時間以降、一部の機関を除き、職員が不足する状態が続く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時間 ３時間 ６時間 ８時間 １２時間 ２４時間 ３日 ７日 １０日 １４日 ２１日 ３０日
参集人数 9.0 15.9 20.5 29.7 54.4 72.9 75.3 77.1 79.3 79.3 79.3
必要人数 5.3 47.1 50.8 58.4 67.4 77.1 77.8 79.0 77.0 79.1 87.6
差 3.7 -31.2 -30.3 -28.7 -13.0 -4.2 -2.5 -1.9 2.3 0.2 -8.3
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【下水道総務班】 

 

 

☆発災後８時間までは職員が不足するが、それ以降は他班への応援が可能である。 

 

 

【下水道サービス班】 

 

 

☆発災後１日から１４日までを除き、職員が不足する。 

時間 ３時間 ６時間 ８時間 １２時間 ２４時間 ３日 ７日 １０日 １４日 ２１日 ３０日
参集人数 1.2 2.1 2.7 3.9 8.0 11.7 12.1 12.4 12.7 12.7 12.7
必要人数 2.1 2.6 2.8 3.2 3.4 4.7 6.5 6.4 6.4 9.6 9.6
差 -0.9 -0.5 -0.1 0.7 4.6 7.0 5.6 6.0 6.3 3.1 3.1

時間 ３時間 ６時間 ８時間 １２時間 ２４時間 ３日 ７日 １０日 １４日 ２１日 ３０日
参集人数 0.6 1.2 1.6 2.4 5.6 9.0 9.4 9.7 9.8 9.8 9.8
必要人数 2.7 3.5 3.7 4.2 4.5 6.2 8.6 8.4 8.4 12.8 12.8
差 -2.1 -2.3 -2.1 -1.8 1.1 2.8 0.8 1.3 1.4 -3.0 -3.0
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【下水道管路調査班・下水道管路復旧班】 

 

 

☆発災後３時間以降、職員が不足する状態が続く。 

 

 

【MP調査班・下水道施設復旧班】 

 

 

☆発災後３時間以降、職員が不足する状態が続く。 

時間 ３時間 ６時間 ８時間 １２時間 ２４時間 ３日 ７日 １０日 １４日 ２１日 ３０日
参集人数 5.4 7.8 9.4 12.6 22.4 27.0 27.8 28.4 29.4 29.4 29.4
必要人数 0.4 15.5 18.5 24.5 30.5 33.2 34.2 33.7 32.2 31.2 38.7
差 5.0 -7.7 -9.1 -11.9 -8.1 -6.2 -6.4 -5.3 -2.8 -1.8 -9.3

時間 ３時間 ６時間 ８時間 １２時間 ２４時間 ３日 ７日 １０日 １４日 ２１日 ３０日
参集人数 0.6 2.4 3.6 6.0 9.6 12.6 13.0 13.3 13.7 13.7 13.7
必要人数 0.0 11.0 11.0 11.0 14.0 16.0 16.0 18.0 17.0 14.5 15.5
差 0.6 -8.6 -7.4 -5.0 -4.4 -3.4 -3.0 -4.7 -3.3 -0.8 -1.8
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【処理場班・ポンプ場班】 

 

 

☆発災６時間から７日までを除き、職員は充足する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時間 ３時間 ６時間 ８時間 １２時間 ２４時間 ３日 ７日 １０日 １４日 ２１日 ３０日
参集人数 1.2 2.4 3.2 4.8 8.8 12.6 13.0 13.3 13.7 13.7 13.7
必要人数 0.1 14.5 14.8 15.5 15.0 17.0 12.5 12.5 13.0 11.0 11.0
差 1.1 -12.1 -11.6 -10.7 -6.2 -4.4 0.5 0.8 0.7 2.7 2.7
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第４章 
各班の対応および体制 
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４．各班の対応及び体制 
   

４-１.各班の対応及び体制（各班初動マニュアルから抜粋） 

（１）下水道総務班 

①業務内容 

番号 業務名 業務概要 

1 安全確保 ・自分の身の安全を確保する 

2 屋外避難 ・企業局庁舎から屋外に避難する 

3 家族の安否確認 ・家族の安否状況を確認する 

4 安否報告 

・班長に自身及び家族の安否状況を報告する 

・休暇等により在庁していない職員は、班長に安否の連絡を行い、出

勤できる時間の目途を伝える 

5 負傷者対応 ・負傷者を病院に搬送する 

6 地震の震度確認  

・危機管理室等に地震の震度を確認し、参集場所を決定する 

・震度 4又は 5 弱 ⇒ 第 1号配備（企業局庁舎） 

・震度 5 強～   ⇒ 第 2 号配備（日野川浄化センター） 

7 日野川浄化センターへ連絡 ・施設管理センターに建物の被害状況を確認する 

8 日野川浄化センターへ移動 
・業務実施可能な職員は施設管理センターに移動する 

（市関係所属の情報係として１名は市本庁舎に常駐する） 

9 移動時の情報収集 
・付近の指定避難所や下水道施設の被害状況、道路状況その他応急復

旧必要な情報を収集する 

10 職員参集状況の確認 ・班長に参集状況を報告する 

11 下水道部災害対策本部立上げ 
・本部会議を立ち上げる（資機材等の設置） 

・執務スペース等の設営を行う 

12 市関係部局との連絡調整 ・関係部局（危機管理室、道路課、河川課等）との連絡調整を行う 

13 関係機関との連絡調整 ・関係機関（県河川課、下水道事業団等）との連絡調整を行う 

14 被害状況のとりまとめ 
・管路・施設（処理場・ポンプ場）の被害情報をとりまとめる 

・「被災状況集計表」に被災状況をとりまとめる 

15 庶務及び職員の動員 
・各班から報告された「職員参集状況報告書」を集約し、非常時対応

業務に従事できる職員数を把握する「労務管理計画」を基に、下水

管理班職員の労務状況を把握するその他、庶務事務を行う 

16 復旧用資材等の調達 

・支援隊が持参する資機材の情報を入手した上で、災害対応に必要な

資機材等を調達する 

・通常経費と災害関係の費用を区分した結果をチェックし、各課予算

状況を把握する 

17 道路規制に関する関係機関への連絡 ・「連絡調整のポイント」を基に関連機関との連絡調整を行う 

18 
下水道部 

災害対策本部会議の運営 

・本部会議の資料をとりまとめる 

・「本部会議議事録」に会議の議事を記録する 

19 災害復旧の全体計画及び調整 ・国に申請する災害査定等の準備、連絡調整を行う 

20 
関係機関への支援の要請、受

入れ及び配置 

・災害対策本部会議の決定を受けて、福井県河川課に支援要請を行う 

・２階ロビーに支援隊の執務環境を整える 

・支援隊に被災状況を報告し、支援隊の業務に関する連絡調整を行う 
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② 下水道総務班の組織体制 

係  名 番 号 業務内容 

副 課 長 - 総 括 

企画係係長 - 副総括 

総 務 係 

１ 

３ 

４ 

８ 

９ 

１０ 

１１ 

１２ 

災害対策本部の立上げ 

庶務及び職員の動員 

職員の参集確認及び安否確認 

関係機関との連絡調整 

道路規制に関する関係機関への連絡 

関係機関への応援の要請、受入れ及び配置 

市関係部局との連絡調整 

企業局内の連絡調整 

企 画 係 

１ 

２ 

５ 

６ 

８ 

９ 

１０ 

１１ 

１２ 

災害対策本部の立上げ 

災害対策本部事務局の運営 

被害状況の取りまとめ 

災害復旧全体計画の策定及び調整 

関係機関との連絡調整 

道路規制に関する関係機関への連絡 

関係機関への応援の要請、受入れ及び配置 

市関係部局との連絡調整 

企業局内の連絡調整 

管 財 係 

１ 

３ 

４ 

７ 

９ 

１０ 

災害対策本部の立上げ 

庶務及び職員の動員 

職員の参集確認及び安否確認 

復旧資機材等の調達 

道路規制に関する関係機関への連絡 

関係機関への応援の要請、受入れ及び配置 

財 政 係 

１ 

５ 

６ 

７ 

８ 

１０ 

災害対策本部の立上げ 

被害状況の取りまとめ 

災害復旧全体計画の策定及び調整 

復旧資機材等の調達 

関係機関との連絡調整 

関係機関への応援の要請、受入れ及び配置 
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【災害支援の全国ルール】 

 

 

 

  

図４-１-１A 下水道事業における災害時支援に関するルール（全国ルール）による支援フロ

ー 
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図４-１-１B 下水道事業における災害時支援に関するルール（全国ルール）による支援フロー 
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図４-１-１C 下水道事業における災害時支援に関するルール（全国ルール）による支援フロー 
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【国、県等への被害報告フロー】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

【排水ポンプ車の派遣依頼（国土交通省近畿地方整備局）】 

  近畿地方整備局福井国道河川工事事務所においては、排水ポンプ車（自走式、水中

タービン式、水中ポンプ式）を備え災害時には支援を要請できる。 

 

 

  

※期日に留意する。 

出典：都市災害復旧事業等事務必携（国土交通省都市・地域整備局） 

図 都市災害の発生から完了までの流れ 

福井河川国道事務所： 
〒918-8015 福井市花堂南 2-14-7 

TEL:0776-35-2661 
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【災害査定】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：下水道の地震対策マニュアル（2014版）日本下水道協会 

図 下水道施設の災害復旧フロー 
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【災害時の連絡先】 

  関係行政部局連絡先一覧          R2.12 更新 

機関名 担当所属 TEL FAX 
（国関係）    

国土交通省 近畿地方整備局福井国道河川事務所 35-2661 35-6979 
福井地方気象台  24-0069 24-0064 

（県関係）    
福井県庁 危機対策・防災課 20-0308 22-7617 

 河川課（下水道整備・管理Ｇ） 20-0503 20-0696 
 砂防防災課 20-0494 20-0676 
 医療食品・衛生課（合併浄化槽関係） 20-0354 20-0640 

福井土木事務所 道路保全課 24-5126 26-4111 
 管理課 24-5113 26-5123 
 地域整備第１課（水防班） 24-5154 26-5130 

三国土木事務所 下水道課 82-5646 82-1160 
福井農林総合事務所 福井農林総合事務所 21-8201 21-8991 

（公財）福井県下水道公社 九頭竜浄化センター 82-4660 82-4592 
テクノポート福井 
浄化センター  85-1588 85-1164 

福井警察署  52-0110 － 
福井南警察署  34-0110 － 

（市関係）    
福井市役所 危機管理課 20-5234 20-5235 

 環境廃棄物対策課 20-5398 20-5675 
 農村整備課 20-5440 20-5741 
 監理課 20-5555 － 
 道路課 20-5660 20-5563 
 河川課 20-5492 20-5745 
 公園課 20-5460 20-5769 
 防災センター 20-5156 21-9046 
 防災ステーション 20-5161 20-5163 
 美山総合支所 90-1111 90-1070 
 越廼総合支所 89-2111 89-2249 
 清水総合支所 98-2001 98-8820 
 消防局 20-0119 － 
 中消防署 22-0119 22-0901 
 南消防署 33-0119 33-0141 
 東消防署 27-0119 27-0189 
 臨海消防署 87-2119 87-2120 

坂井市役所 上下水道課（工事） 51-9101 51-2956 
（協定締結団体）    

地方共同法人 
日本下水道事業団 

近畿総合事務所・施工管理課（大阪市） 06-4977-2502 06-4977-2520 
福井事務所 25-9173 25-9174 

福井管工事業協同組合  54-1301 54-1989 
地方共同法人 

ヴェオリア・ジェネッツ（株） 
中部支店（名古屋市） 052-930-5513 － 
上下水お客様センター 20-5671 － 
夜間・土日祝日 20-5649 － 
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（２）下水道サービス班 

 

１）下水道サービス班の組織体制 

係  名 番 号 業務内容 

副 課 長 
- 

総 括 

課 長 補 佐 
- 

副総括 

給排水設備係 

負担金係 

 

１ 

２ 

３ 

４ 

７ 

８ 

下水道災害対策本部運営（下水道総務班の支援） 

市民からの苦情対応 

下水道復旧等の市民への広報 

仮設トイレの確保及び配置 

受益者負担金・分担金の徴収猶予 

汚水ます設置費用の徴収猶予 

料金・ 

浄化槽係 

５ 

６ 

９ 

１０ 

仮設トイレのし尿汲み取り 

下水道使用料の減免 

合併処理浄化槽の対応 

合併処理浄化槽維持管理事業補助 

 

２）仮設トイレの配置計画 

① 目標確保数 

     本市の仮設トイレの供給目標水準は、以下のとおりとする。 

   必要水準 ： 100 人/基 

充足水準 ：  75 人/基 
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② 対策フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ マンホールトイレ 

・順化、湊、木田、森田、明新、啓蒙、円山、社南、日之出、中藤、和田、豊、社北、

清明、春山、麻生津、東安居小学校に 5基ずつ（計 85基）配置している。 

・Ｈ31 年度以降も、各避難所へ一箇所あたり 5 基ずつマンホールトイレを整備する予定

である。 

 

 

 

 

 

○ ○ 避難人員の想定

　・震度
　・建築物の倒壊の状況

○ ：下水道部 ○ 仮設トイレを配置すべき避難所の選定

○
○ ：農林水産部

○ ：企業局

○ 仮設トイレリース業者の状況 ○ 仮設トイレ調達数の把握（おそらく不足）
　・種類と在庫数 ↓
　・配送能力 県及び応援協定締結都市（県内市町、姉

妹都市等）への協力要請準備

○ 道路等交通の状況 ○ 仮設トイレ配置可能な範囲の特定

○ 避難所・避難人員の把握　  ：危機管理室 ○ 仮設トイレ配置計画の策定＆見直し

　・配置する避難所

　・配置数（供給水準）

● 避難所の状況を調査 ● 備蓄の携帯・組立トイレによるトイレ確保

● 仮設トイレ利用方法の周知(チラシ配布) （12時間以内）

● トイレットペーパーや芳香剤等トイレ用品 ● レンタル業者より仮設トイレ（県内流通

の調達・配布 在庫）を調達、配置（12時間～2日程度）

● レンタル業者より仮設トイレ（県外流通

● 清掃 ［自主防災組織やボランティア 在庫）を調達、配置（3日程度）

に委託］ ● 需要に応じて仮設トイレを追加、再配置

● し尿汲取り （3日程度～）

※ 調達が困難な場合、危機管理室を通じて

県及び応援協定締結都市へ支援要請

仮設トイレの設置計画の検討

（財政部（債権管理班・納税班）へ要請）

仮設トイレの維持管理

適宜、最新情報に更新

災害発生

浄化槽の破損

上水道施設の破損

：危機管理室・参集者

：危機管理室・参集者

被災の概要

下水道施設の破損

情　報　収　集

集落排水施設の破損

：危機管理室・建設部

　注意） 必要に応じて下水道部で避難所の状況調査

仮設トイレの設置
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仮設トイレの配置数 

No. 地区 拠点避難場所（震災時） 避難想定人数 仮設トイレの必要数 

 

No. 地区 拠点避難場所（震災時） 避難想定人数 仮設トイレの必要数 

100人/基 75人/基 100人/基 75人/基 

1 木田 

木田小学校 

1,363 14 9 
12 和田 

和田小学校 

1,096 11 15 
明倫中学校 上北野保育園 

羽水高校 ぱんだルーム 

木田保育園 防災センター 

南部保育園 

13 円山 

円山小学校 

801 9 11 

2 豊 

豊小学校 

1,104 12 15 

大東中学校 

花堂保育園 円山保育園 

おさごえ民家園 

14 啓蒙 

啓蒙小学校 

808 9 11 

3 足羽 

足羽小学校 

685 7 10 

福井農林高校 

ひよこ広場 啓蒙保育園 

福井競輪場 

15 西藤島 

西藤島小学校 

508 6 7 
自然史博物館 西藤島保育園 

足羽保育園 県立武道館 

4 東安居 
東安居小学校 

750 8 10 
防災ステーション 

光陽中学校 

16 社北 

社北小学校 

814 9 11 

5 湊 

湊小学校 

957 10 13 

社中学校 

湊保育園 道守高校 

西部保育園 運動公園 

社会福祉センター 少年運動公園 

研修センター 

17 社南 

社南小学校 

1,289 13 18 

6 春山 

春山小学校 

691 7 10 

至民中学校 

明道中学校 社保育園 

藤島高校 南居保育園 

福井大学 治水記念館 

春山保育園 収集資源センター 

牧島保育園 
18 安居 

安居小学校 
357 4 5 

文化会館 安居中学校 

市民福祉会館 19 中藤島 中藤小学校 1,140 12 16 

フェニックス・プラザ 20 一光 一光小・中学校 0 0 0 

7 順化 
順化小学校 

375 4 5 21 大安寺 
大安寺小・中学校 

137 2 2 

福井市役所 すかっとランド九頭竜 

8 宝永 

宝永小学校 

554 6 8 
22 河合 

河合小学校 

430 5 6 市体育館 河合保育園 

福井県合同庁舎 県工業技術センター 

仁愛女子高校 

23 麻生津 

麻生津小学校 

888 9 12 

9 松本 

松本小学校 

1,278 13 18 

足羽中学校 

進明中学校 麻生津西保育園 

北部保育園 麻生津保育園 

松本保育園 
24 国見 

国見小学校 
132 2 2 

北陸高校 国見中学校 

10 日之出 

日之出小学校 

806 9 11 25 岡保 

岡保小学校 

261 3 4 成和中学校 東山健康運動公園 

日之出保育園 県自治研修所 

11 旭 

旭小学校 

569 6 8 
26 東藤島 

東藤島小学校 

425 5 6 高志高校 東藤島保育園 

御幸保育園 県産業技術専門学院 

東部保育園 27 殿下 殿下小・中学校 54 1 1 

 
マンホールトイレ各５基ずつ設置済み（H30 年度まで） 
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No. 地区 拠点避難場所（震災時） 避難想定人数 仮設トイレの必要数  No. 地区 拠点避難場所（震災時） 避難想定人数 仮設トイレの必要数 

100人/基 75人/基 100人/基 75人/基 

28 宮ノ下 鶉幼稚園東部分園 92 1 2 

44 美山 

下宇坂小学校 

475 5 7 

29 鶉 

鶉小学校 

345 4 5 

羽生小学校 

川西中学校 美山啓明小学校 

鶉保育園 美山中学校 

30 本郷 
本郷小学校 

118 2 2 
芦見生涯教育施設 

本郷保育園 上味見障害教育施設 

31 棗 
棗小・中学校 

177 2 3 
下味見障害教育施設 

棗保育園 木ごころ文化ホール 

32 鷹巣 

長橋小学校 

222 3 3 

美山森林温泉みらくる亭 

高須城分館（分校） 美山楽く楽く亭 

鷹巣小・中学校 伊自良館（温泉） 

国民宿舎鷹巣荘 美山ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ 

33 森田 

森田小学校 

1,202 13 17 

みやま保育園 

森田中学校 美山総合支所 

森田東保育園 美山ｱﾝﾃﾞﾊﾟﾝﾀﾞﾝ広場 

森田浜保育園 

45 越廼 

越廼小学校 

161 2 3 

森田栄保育園 越廼中学校 

仁愛女子短大 水仙の里温泉波の華 

34 明新 

明新小学校 

1,540 16 21 

水仙ﾐｭｰｼﾞｱﾑ 

福大附属小学校 越廼総合支所 

福大附属中学校 
46 清水西 

清水西小学校 
308 4 5 

灯明寺中学校 地域活性化施設 

35 酒生 
酒生小学校 

363 4 5 47 清水東 
清水東小学校 

195 2 3 

足羽第一中学校 清水総合支所 

36 一乗 

一乗小学校 

92 1 2 

48 清水南 

清水南小学校 

257 3 4 

一乗ふるさと交流館 清水保育園 

一乗谷史跡公園センター 清水中学校 

37 上文殊 上文殊小学校 205 3 3 マイドーム清水 

38 文殊 

文殊小学校 

243 3 4 

きらら館 

文殊保育園 49 清水北 清水北小学校 284 3 4 

福井南高校 
合計 27,107 295 383 

39 六条 

六条小学校 

217 3 3 六条保育園 

中小企業産業大学校 

40 東郷 

東郷小学校 

409 5 6 東郷保育園 

少年自然の家 

41 日新 

日新小学校 

581 6 8 藤島中学校 

福井商業高校 

42 清明 

清明小学校 

763 8 11 足羽高校 

清明保育園 

43 社西 

社西小学校 

586 6 8 
科学技術高校 

県教育研究所 

文化財保護センター 

 

 

マンホールトイレ各５基ずつ設置済み（H30 年度まで） 
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（３）下水道管路調査班・下水道管路復旧班 

① 下水管路施設の復旧調査手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊 急 点 検 

緊 急 調 査 

先 遣 調 査 

緊 急 措 置 

一 次 調 査 

応 急 復 旧 

二 次 調 査 

本 復 旧 

緊
急
対
応
段
階 

暫
定
機
能
確
保
段
階 

機
能
確
保
段
階 

「0 次調査」ともいう 
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② 下水道管路調査班・下水道管路復旧班の班体制 

班名 業務内容 人数・班体制 

班統括 
・下水管路班の統括 

・対策本部としての意思決定、対外対応 

４人 
（課長、副課長、室長、

課長補佐） 

管
路
調
査
班 

業務統括Ｇ ・管路調査Ｇの統括、連絡調整、事務処理 ２人 

緊急点検Ｇ 
・第一次、第二次緊急輸送路の緊急点検 

・第三次、第四次緊急輸送路の緊急点検 
２人☓３班 

緊急調査Ｇ 

・根幹的な重要な幹線の緊急調査 

・重要な幹線の緊急調査 

・その他の管きょの緊急調査 

【6 時間～12 時間】 
3 班×3 人体制 

【12 時間～3 日】 
6 班×3 人体制 

【3日～10 日】 
3 班×3 人体制 

一次調査補佐Ｇ ・応援自治体班への補佐 ４人 

一次調査Ｇ 

（主に応援自治体） 

・根幹的な重要な幹線の一次調査 

・重要な幹線の一次調査 

・その他の管きょの一次調査 

【福井市】 
1 班×4 人体制 

【応援自治体】 
随時×4人体制 

二次調査Ｇ 

・根幹的な重要な幹線の二次調査 

・重要な幹線の二次調査 

・その他の管きょの二次調査 

 

管
路
応
急
復
旧
班 

業務統括Ｇ ・応急復旧Ｇの統括、連絡調整、事務処理 ２人 

応急復旧Ｇ 

・民間企業との連絡 

・汚水溢水の解消 

・緊急措置 

・応急作業 

・応急資材の確保 

・通常業務の優先実施業務 

1 班～必要に応じて

増強（1班は3人体制） 

 

 

■管路調査 図面 

調査 図面名 縮尺 図面枚数 

緊急点検 
緊急点検図メッシュ図 1/50,000 1 枚 

緊急点検図 1/10,000 11 枚 

緊急調査 

（0次調査） 

緊急調査位置把握図 1/10,000 11 枚 

緊急点検図 1/2,500 104 枚 

一次調査 一次調査図 1/2,500 104 枚 
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③管路の調査内容と対象路線 

 

１）緊急点検 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【緊急輸送道路】 

 

 

対象：緊急輸送道路（１～４次） 

方法：マンホール蓋を開けない外観の目視 

目的：緊急輸送路の交通障害、家屋、地盤等の大規模な被害など救援活動への障

害や二次災害につながる被害等を緊急的に把握する。 

内容：路面の陥没、隆起、家屋等周辺施設被害の影響（火災、倒壊等、河川構造

物、鉄道交差等での異常 

１班当り人数：２名 

図４-１-２ 緊急輸送道路 

緊急輸送道路における 

管きょ延長：約 205km 
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２）０次調査（緊急調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）１次調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

【重要な幹線】 

・緊急輸送道路に埋設された管きょはすべて重要な幹線とする。 

・福井市地域防災計画で定められた震災時避難所（178 箇所）に向かう管きょをすべて位

置づける。 

・重要度に応じて、「特に重要な幹線」「その他の重要な幹線」を分類する。 

 

表3-４-1 重要な幹線の延長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象：すべての管きょ（ただし、重要な幹線⇒その他の管路） 

方法：マンホール蓋を開けない外観の目視 

目的：下水道の機能への被害を緊急的に把握する。 

内容：路上の汚水の溢水、漏水、マンホールの浮上、マンホールポンプの停止 

   道路陥没等の交通障害、浸水被害の可能性 

１班当り人数：３名 

対象：すべての管きょ（ただし、重要な幹線⇒その他の管路） 

方法：マンホール蓋を開けた調査 

目的：下水の流下機能の確認、マンホール、管きょの破損状況の把握など。 

内容：マンホール内の滞水の状況（深さ、土砂等）、マンホールの浮上、本体・蓋

の破損、管口の破損状況 

１班当り人数：４名 

（ｍ）

管渠延長 緊急輸送道路 その他の管路

緊急輸送道路
重要な幹線①

74,162
特に重要な幹線

緊急輸送道路 131,265 298，536ｍ

重要な幹線① 93,109

重要な幹線② 10,065
その他の重要な幹線

10,065ｍ

その他の管渠 1,152,114 1,152,114

合　計 1,460,715 1,152,114

（延長はH25年度末）

205,427

308,601

重要な幹線

308,601

緊急輸送道路：隣接する県を結ぶ広域的な道路と福井市内の防災拠点を結ぶ道路（災

害発生後に緊急車両、応援車両が通行する道路）の下水管きょ 
鉄道横断、河川横断する下水管きょ 

重要な幹線①：処理場から福井市内防災拠点および避難所までの下水管きょ 
重要な幹線②：下水集積面積２０ｈａ以上を受けもつ重要な幹線 
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震災時避難所（178 箇所） 重要な幹線 
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震災時避難所（178 箇所） 重要な幹線 
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（４）MP調査班・下水道施設復旧班 

① MPの調査手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② MP調査班・下水道施設復旧班の班体制 

班名 業務概要 人数・班体制 

班統括 
・総括 

・副総括 

２人 

（課長、副課長、

課長補佐） 

ＭＰ調査Ｇ 

・ＭＰの緊急点検（調査１） 

・ＭＰの緊急調査（調査２） 

・ＭＰの一次調査（調査３） 

・ＭＰの二次災害防止措置（調査１～３） 

・支払い等に関すること（庶務担当） 

・状況に応じて施設応急復旧Ｇの応援 

７人 

GL（ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ） 

3 班×2 人体制 

施設応急復旧Ｇ 

・設備台帳等のデータ類の保護（復旧１） 

・関係業者の復旧対応の可否確認（復旧２） 

・外部支援団体等の連絡先の確認（復旧２） 

・処理場、ポンプ場、ＭＰの復旧計画の策定（復

旧３） 

・復旧作業の管理（復旧３） 

・支払い等に関すること（庶務担当） 

・状況に応じてＭＰ調査Ｇの応援 

４人 

GL（ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ） 

班員 3 人 

庶務担当 ・班内の庶務担当 １名 

 

 

ＭＰ緊急点検（調査１） 

ＭＰ緊急調査（調査２） 

ＭＰ一次調査（調査３） 

二次災害防止措置 

（必要に応じて） 
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（５）処理場班・ポンプ場班 

① 処理場・ポンプ場施設の復旧調査手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 班体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急点検・調査組織図（１日以内　市職員１３名、JV職員　処理場係２１名　ポンプ場係８名）

市：市職員　　　Ｊ：ＪＶ職員
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P
1
0
班

　
日
野
川
浄
化
セ
ン
タ
ー

　
境
浄
化
セ
ン
タ
ー

　
清
水
東
部
環
境
セ
ン
タ
ー

　
清
水
西
部
環
境
セ
ン
タ
ー

　
美
山
浄
化
セ
ン
タ
ー

　
羽
生
浄
化
セ
ン
タ
ー

　
鷹
巣
浄
化
セ
ン
タ
ー

　
足
羽
ポ
ン
プ
場

P
3
班

P
4
班

P
5
班

P
6
班

P
7
班

P
8
班

JV班長（ポンプ場）

S
１
班

S
２
班

S
３
班

S
４
班

S
５
班

S
６
班

S
７
班

P
1
班

P
2
班

市総括 JV総括

市班長（処理場） JV班長（処理場） 市班長（ポンプ場）

緊
急
対
応
段
階 

緊 急 点 検 

緊 急 調 査 

緊 急 措 置 

応急復旧のための調査 

応 急 復 旧 

本復旧のための調査 

本  復  旧 
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処理場の緊急措置一覧 

処理場名 耐震状況 緊急措置と応急復旧の方針 

日野川浄化

センター 

・昭和５６年度以降建設し

た建物（８７％）は新耐震設

計法（レベル１）対応 

・平成９年以降建設した建

物（１３％）は新耐震設計法

（レベル２）対応 

・地盤の液状化の可能性が

極めて高く、破断やズレが

生じる可能性が非常に高

いと想定される。 

○揚水機能 

・汚水ポンプ吐出口から水処理棟への導水渠の損傷が予想される。 

・導水渠途中の締切りゲート（２箇所）や分水槽ゲートを締め切って漏水を防

ぎ、流入下水を沈砂池又は流入ゲート前へ仮設ポンプを設置して、水処理棟も

しくは仮設沈殿池まで仮配管（ホース）により送水を行う。 

○水処理機能  

・水処理棟の耐震性もレベル１を確保しており、Aー１系・Aー２系・Bー１系の３

系列と、仮設沈殿池で水処理機能を確保する。 

○消毒機能   

・塩素混和池の耐震性はレベル２であり、耐震性能を確保。 

◯仮設沈殿池   W５０ｍ×L５５ｍ×H２ｍ＝５,５００ｍ３ 

境浄化セン

ター 

・昭和５６年度以降建設し

た構造物（４２％）は新耐震

設計法（レベル１）対応 

・平成９年以降建設した建

物（１６％）は新耐震設計法

（レベル２）対応 

・残りの４２％（反応タンク・

最終沈殿池・雨水沈殿池

(旧終沈)・塩素混和池）に

ついては耐震設計かは不

明となっており、損傷する

可能性は非常に高い。 

○送水機能   

・乾徳ポンプ場からの送水を停止し、境浄化センターでの汚水処理停止措置 

・乾徳ポンプ場での対応が困難な場合には、第１分水槽前に仮設貯留槽を設

け、仮設ポンプを設置して流入下水を仮設沈殿池まで仮配管（ホース）により送

水を行う。 

○水処理機能  

・反応タンク、最終沈殿池が損傷した場合には既設の雨水滞水池を代用するな

ど仮設沈殿池での水処理機能を確保する。 

○消毒機能   

・既設の雨水沈殿池を代用するなど仮設消毒池での消毒機能を確保する。 

◯仮設沈殿池   W２５ｍ×L２５ｍ×H２ｍ＝１,２５０ｍ３ 

し尿投入所 

・平成 6 年 2 月に竣工し、

新耐震設計法（レベル２）

対応 

・受入可能な既存汚泥槽の活用や下水管を仮設貯留管として使用、し尿処理

の機能を確保する。 

・日野川浄化センターへ直接搬送し重力濃縮タンクに投入する。（地元住民と

の協議があり緊急時における協議更新が必要） 

鷹巣浄化セ

ンター 

・新耐震設計法（レベル２） 

・地震動の大きさや液状化

の危険度の条件から施設

に電源を供給している電柱

の倒壊等による電源が喪

失する被害が発生すると予

測される。 

○揚水機能    

・揚水設備故障などによる揚水が不可能になった場合は、仮設ポンプを活用し

て処理を実施する。 

○水処理機能   

・オキデーションディッチ槽、最終沈殿池は、耐震性を有している。 

○汚泥処理機能 ：汚泥濃縮槽、汚泥貯留槽は、耐震性を有している。 

○消毒機能 ：塩素混和槽は、耐震性を有している。 

美山浄化セ

ンター 
新耐震設計法（レベル２） 

○揚水機能    

・汚水ポンプに仮配管（ホース）を設置して、最終沈殿池まで送水を行う。 

○水処理機能 ：ＯＤ槽、最終沈殿池の耐震性能を確保している。 

○消毒機能  ：塩素混和池の耐震性能を確保している。 

羽生浄化セ

ンター 
新耐震設計法（レベル２） 

○揚水機能    

・汚水ポンプピットに仮配管（ホース）を設置して、最終沈殿池まで送水を行う。 

○水処理機能   

・ＯＤ槽、最終沈殿池の耐震性能を確保している。 

○消毒機能    

・塩素混和池の耐震性能を確保しているので、適切な処理を行う。 

清水東部浄

化センター 

・平成１１年度に建設した１

系建物は新耐震設計法（レ

ベル２）。 

・平成７年に建設した２系建

物は新耐震設計法（レベル

１） 

○揚水機能    

・２系汚水ポンプ吐出口から汚水分配槽への導水渠の損傷が予想される。２系

汚水ポンプ吐出配管に仮配管（ホース）を設置して、汚水分配槽まで送水を行

う。 

○水処理機能  

・１系・２系ともにＯＤ槽、最終沈殿池の耐震性能を確保している。 

○消毒機能  ：１系・２系ともに塩素混和池の耐震性能を確保している。 

清水西部浄

化センター 
新耐震設計法（レベル１） 

○揚水機能    

・ＯＤ槽に仮設ポンプを設置し、仮配管（ホース）により最終沈殿池まで送水を

行う。 

○水処理機能：ＯＤ槽、最終沈殿池の耐震性能を確保している。 

○消毒機能 ：塩素混和棟の耐震性能を確保している。 
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ポンプ場の緊急措置一覧 

ポンプ場名 耐震状況 
仮設沈殿池の設置 放流方法 

（バイパスゲート） 対応予定 沈殿池容量（m3） 

乾徳ポンプ場 レベル１対応 設置 600 有り（底喰川へ放流） 

上里ポンプ場 
耐震未対応（昭和55年

以前の設計） 
設置 750 有り（底喰川へ放流） 

水越ポンプ場 
耐震未対応（昭和55年

以前の設計） 
設置 390 有り（足羽川へ放流） 

加茂河原ポンプ場 
耐震未対応（昭和55年

以前の設計） 
設置 350 有り（足羽川へ放流） 

足羽ポンプ場 
耐震未対応（昭和55年

以前の設計） 
設置 210 有り（足羽川へ放流） 

佐佳枝ポンプ場 レベル２対応 設置 750 
無し（仮設ポンプにより足

羽川へ放流） 

出作ポンプ場 
耐震未対応（昭和55年

以前の設計） 
スペース無し － 有り（足羽川へ放流） 

米松ポンプ場 
耐震未対応（昭和55年

以前の設計） 
スペース無し － 

無し（仮設ポンプにより荒

川へ放流） 

照手ポンプ場 
耐震未対応（昭和55年

以前の設計） 
雨水のみのため必要なし 有り（足羽川へ放流） 

下北野ポンプ場 レベル２対応 スペース無し － 有り（荒川へ放流） 

松本ポンプ場 
耐震未対応（昭和55年

以前の設計） 
スペース無し － 

無し（仮設ポンプにより底

喰川へ放流） 

福町ポンプ場 
耐震未対応（昭和55年

以前の設計） 
スペース無し － 有り（足羽川へ放流） 

木田ポンプ場 
耐震未対応（昭和55年

以前の設計） 
スペース無し － 有り（足羽川へ放流） 

南四ツ居雨水ポンプ場 
耐震未対応（昭和55年

以前の設計） 
雨水のため必要なし 有り（荒川へ放流） 

舞屋雨水ポンプ場 レベル１対応 雨水のため必要なし 
無し（仮設ポンプにより江

端川へ放流） 

千成寺川雨水ポンプ場 レベル２対応 雨水のため必要なし 
無し（仮設ポンプにより九

頭竜川へ放流） 

木田東ポンプ場 
耐震未対応（昭和55年

以前の設計） 
雨水のため必要なし 

樋門操作により足羽川へ

放流 

底喰雨水ポンプ場 
耐震未対応（昭和55年

以前の設計） 
雨水のため必要なし 

無し（仮設ポンプにより底

喰川へ放流） 

大瀬ポンプ場 レベル１対応 設置 1,200 
無し（仮設ポンプにより足

羽川へ放流） 

南四ツ居ポンプ場 レベル１対応 設置 555 
無し（仮設ポンプにより荒

川へ放流） 

下森田ポンプ場 レベル１対応 設置 383 
無し（仮設ポンプにより芳

野川へ放流） 
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４-２.職員参集時の被害報告 

  下水道担当職員は、 非常時に参集する際は、参集ルートの被害状況の把握に努める

ものとする。以下に示す報告書に記載する。 
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第５章 
事前対策計画 
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５．事前対策計画 

 

５-1. 下水道台帳のバックアップ 
 

管路施設 

（１）バックアップの図面 

a.紙出力によりバックアップ 

被災直後の停電状態でも調査が行えるよう紙に印刷し保管する。 

図面の種類 日野川 境 大瀬 計 

管路メッシュ図（１/50,000）  Ａ１×１枚 ５ 1 1 ７ 

緊急点検用（1/10,000）    Ａ１×１1枚 ５ １ １ ７ 

緊急調査用（1/10,000）位置把握用Ａ１×１1枚 ３ １ １ ５ 

緊急調査用（1/ 2,500）    Ａ１×１０５枚 ３ １ １ ５ 

 

b.データをＰＤＦ化してバックアップ（ＣＤディスクに保存） 

被災後に電気が復旧した後、ＰＤＦ化しておいたデータから印刷し使用する。 

図面の種類 日野川 境 大瀬 計 

管路メッシュ図（１/50,000）  Ａ１×１枚 1 1 1 ３ 

緊急点検用（1/10,000）    Ａ１×１1枚 １ １ １ ３ 

緊急調査用（1/10,000）位置把握用Ａ１×１１枚 １ １ １ ３ 

緊急調査用（1/ 2,500）   Ａ１×１０５枚 １ １ １ ３ 

通常業務用（1/ 1,000）  1000 枚を超える １ １ １ ３ 

 

（２）下水道ＧＩＳ（管路台帳データ）のバックアップ 

下水道ＧＩＳは、ＧＩＳ共通ソフト「small world」を用い、水道と同じ共有サーバ

上で運用している。下水道データについては、半年に１回ハードディスクによるバック

アップを行い、対応拠点に保管する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

バックアップ用

ハードディスク 

下水道ＮＡＳ 

水道ＮＡＳ 
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（３）バックアップの運用体制 

紙出力 

PDF データ 

     下水道 GIS・・・・ハードディスクを日野川浄化センター管理棟に置く。 

（半年に１回のバックアアップ） 

 

 

 

処理場・ポンプ場施設 

 

（１）バックアップの書類 

a.紙出力によりバックアップ 

被災直後の停電状態でも調査が行えるよう紙に印刷し保管する。 

書類の種類 日野川 境 大瀬 計 

ＭＰ台帳          Ａ４×２００枚 ３ 1 1 ５ 

 

b.データをＰＤＦ化してバックアップ（ＣＤディスクに保存） 

被災後に電気が復旧した後、ＰＤＦ化しておいたデータから印刷し使用する。 

書類の種類 日野川 境 大瀬 計 

ＭＰ         台帳 Ａ４×２００枚 1 1 1 ３ 

設備台帳          1000 枚を超える １ １ １ ３ 

 

 

（２）ＭＰ台帳、設備台帳のバックアップ 

 

ＭＰ台帳：エクセルファイル（原本保存先は下水施設課フォルダ内） 

設備台帳：福井市下水道設備台帳情報管理システムを用い、日野川浄化センター管理

棟２階事務室のサーバを庁内ネットワーク経由で運用している。 

 

上記台帳は、設備の更新時に随時内容を更新していく。 

バックアップの運用体制は、管路〔5-1（3）〕に準じる。 

 

  

１年に１回バックアップ 
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５-2. 資機材の確保計画 
 

（１）優先実施業務に必要な資機材の備蓄について 

優先実施業務（緊急調査及び応急復旧等）を迅速に行うために、必要な資機材を備蓄

する必要がある。備蓄量が不十分な資機材については、今後、計画的に購入する。なお、

金額等の理由で購入が難しい資機材については、発災後に購入するか他自治体や民間企

業から調達することとする。 

 

 

班名 用途 資機材名 購入予定数 備考 

下
水
管
路
班 

安全 

ヘルメット、蛍光ベスト 18 調査 6班×3人 

脚立兼用はしご、命綱 3 調査 6班÷2 

通風器（送排気） 2 調査 6班÷3 

通行 

規制 

誘導灯 12 車両 12 台 

カラーコーン 50 保管可能分 

バリケード、トラロープ、 

トラテープ 
10 保管可能分 

点検 

ポール、コンベックス、 

ピンポール、点検用ミラー、 

ドライバー、リボンロッド、 

懐中電灯（大型）、黒板、 

チョーク、巻尺、スタッフ 

12 車両 12 台 

複合型ガス探知機、水平器 3 調査 6班÷2 

カラースプレー 30 保管可能分 

その他 

マンホール蓋開け器 20 調査 6班＋支援隊分 

ハンマー、スコップ 6 調査 6班×3人 

つるはし、バール 3 調査 6班÷2 

土嚢袋 500 保管可能分 

ブルーシート（防水シート） 50 保管可能分 

吸水性土嚢（20 枚/箱） 20 保管可能分 

常温合材（袋） 10 保管可能分 

 

 

 

 

 

 

 

 

表５-2-1 計画的に購入する主な資機材 
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班名 用途 資機材名 購入予定数 備考 

下
水
施
設
班 

安全 ヘルメット 14 職員 14 名 

その他 マンホール蓋開け器 20 調査 3班＋支援隊分 

通行 

規制 

カラーコーン 50 25 箇所×2個 

コーンバー 25 カラーコーン 50 個÷2 

点検 
コンベックス、懐中電灯、巻尺、

スタッフ、検電器、絶縁計 
3 調査 3班 

処
理
場
班 

ポ
ン
プ
場
班 

通行規制 カラーコーン 12 車両 6台×2個 

点検 黒板、チョーク 6 車両 6台×2個 

その他 凝集剤用容器 10 保管可能分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）資機材補充の考え方について 

資機材を普段から使用しておくと、消耗品等の補充を平時に行えるとともに、取扱い

について事前に習熟することができるため、計測機器等については、日常業務でも使用

し、使用分は随時補充することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表５-2-2 発災後に購入又は他自治体等から借用する主な資機材 

空気呼吸器、酸素濃度計、電動ハンマー、規制標識、管内調査用ＴＶカメラ、給水車、 

高圧洗浄車、排水ポンプ車、小型クレーン車、トラック、汚泥吸水車、水中ポンプ、 

発動発電機、衛星携帯電話 

日常業務で使用 使用分を補充 
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（３）災害時の通信手段の強化 

災害時の代替拠点として日野川浄化センターに移動することや、福井県土木部河川課

や下水道事業団等への報告を速やかに行うため、複数の通信手段を確保することが必要

と考え、災害時優先の携帯電話、衛星携帯電話等の導入を今後検討する。 

 

 

 

［参考］ 

ａ）衛星携帯電話・・・・・・・・危機管理室において下記の２機種を所有している。 

① KDDI イリジウム：２８台 

・携帯電話の電波不感地域の自治会の自治会長宅に配備している。 

・ＮＴＴ電話線が破断した時のための緊急連絡用。 

 ② NTTドコモ ワイドスター：１台 

・県から災害情報網として、衛星携帯電話が支給されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ）ＭＣＡ無線機（企業局の水道部局） 

・水道整備課、上下水道サービス課の水道部門が所有している。 

・元々あったアナログ無線を平成２３年にデジタル化した。 

 ・企業局庁舎 ５台   車載型 ５台   移動型 ２８台 

 ・災害時専用ではなく、普段の本庁舎と出先との連絡や、現場同士の連絡に頻繁に使っ

ている。 

 

ｃ）災害時優先・携帯電話（企業局管理職） 

 ・２６台を契約している。課長及び出先の所属長（浄水管理事務所、給水管理事務所、

下水施設管理事務所など）に配布。 

 ・緊急時には上下水道経営部長をはじめとする幹部が連絡を取れるように常時携帯して

いる。 

 

※名古屋市の上下水道局では、衛星携帯電話５台、業務用無線１１９台、ＭＣＡ無線２５台を所有。 

NTTドコモ ワイドスター 
KDDI イリジウム 

屋外に出て

衛星に向け

る。 

初期投資：約２６万円 

月 額：６０００円 
初期投資：３０万円以上 

月 額：５,１４５円 
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５-３.災害協定 

 

（１）福井市における既存の災害協定（下水道事業に関連するもの） 

協  定  名 締 結 先 締 結 内 容 

福井市・日本下水道事業団災害支援協

定 

地方共同法人日本下水

道事業団 

災害時における下水処

理場・ポンプ場の維持

又は修繕 

福井市企業局と福井管工事業協同組合

の災害時における協力に関する協定 
福井管工事業協同組合 

災害時における下水道

管路施設の応急復旧 

災害時における応援に関する協定 
ヴェオリア・ジェネッ

ツ（株）中部支店 

災害時における広報活

動・電話及び窓口対応 

災害時における下水道管路施設の復旧

支援協力に関する協定 ※１ 

（公社）日本下水道管

路管理業協会 

災害時における下水道

管路施設の応急復旧 

災害時における下水道管路施設の復旧

支援協力に関する協定 ※１ 

（公社）福井県下水道

管路管理業協会 

災害時における下水道

管路施設の応急復旧 

災害時における下水道施設の復旧支援

に関する協定 ※１ 

（公社）全国上下水道

コンサルタント協会中

部支部 

災害時における応急復

旧方法の検討・災害査

定の資料作成及び修正 

災害時における下水道施設の復旧支援

に関する協定 ※１ 

（一社）福井県測量設

計業協会 

災害時における応急復

旧方法の検討・災害査

定の資料作成及び修正 

※１ 当該協定については、福井県・１７市町（福井市を含む）・１事務組合と合同で締結している。 

 
（２）下水道事業における今後の災害協定の検討 

仮設トイレ 

  ・協定先は、レンタル会社が考えられるが、仮設トイレ単体での災害協定ではなく、

災害時に必要となる他の資材も含めた包括的な災害協定を検討する。 
 
し尿汲み取り 

  ・仮設トイレのし尿汲み取りについて災害時の支援先を検討する。 

  ・し尿投入所や日野川浄化センターの処理機能が失われた場合に備え、他市町村への

運搬などを検討する。 

その他 

  ・応援自治体の宿泊先 
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（３）排水ポンプ車の派遣体制の構築  

現在、浸水常習地域における大雨時の緊急放流のため排水ポンプ車を２台保有してい

る。他都市の災害において緊急的に支援できるよう派遣業者との協定や対応職員の選定

等の検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲①排水ポンプパッケージ車（10㎥/min） 
 

（４）災害協定締結団体 

下記の団体は、全国の災害の対応について積極的な対応を行っており、そのノウハ

ウや情報の蓄積もあることから、本市においても災害時には支援を要請する。 

 

 （地方共同法人）日本下水道事業団  （対象施設：下水処理場、ポンプ場） 

［連絡先］ 

 福井事務所  〒918-8238 福井市和田 2丁目 1905 

TEL:25-9173 FAX：25-9174 

 

   近畿・中国総合事務所  〒541-0056 大阪市中央区久太郎町 4-1-3 伊藤忠ビル 6F 

TEL:06-4977-2502 FAX：06-4977-2522 

 

（公益社団法人）日本下水道管路管理業協会  （対象施設：下水道管路施設） 

［連絡先］ 

 福井県窓口【（株）キープクリーン】  〒910-0006 福井市中央 1丁目 19-21 

TEL:27-0586 FAX：22-0586 

 

   中部支部【中日コプロ（株）】  〒464-0851 愛知県名古屋市千種区今池南 26-4 

TEL: 052-735-3351 FAX：052-733-8188 
  

 
①排水ポンプパッケージ車（10㎥/min） 
水中ポンプ 5㎥/min☓２台 

  積み下ろしクレーン付きトラック 
 
②排水ポンプ車（20㎥/min） 
水中ポンプ 5㎥/min☓４台 
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５-４.関連行政部局との連携・協力が必要な事項 

 

調整先 現状 対策内容 実施時期 

（上水道部局） 

福井市企業局 

被災後の断水解消時期

と、下水道機能の復旧状

況との調整について、連

携した体制が構築されて

いない。 

被災後の断水解消と

下水道機能復旧の時

期及びエリアについ

て調整する。 

中期 

（河川管理者） 

（国）福井国道河川国

道事務所 

（県）福井県河川課 

河川への緊急放流が必要

な場合の連絡方法に関す

る取り決めや協議が行わ

れていない。 

緊急放流が必要な場

合の河川管理者への

連絡方法等を協議す

る。 

中期 

福井市危機管理課 

災害用トイレの必要数の

把握や調達方法に関する

取り決めが行われていな

い。 

災害用トイレの調達

に関連する連絡や調

達について、協議す

る。 

中期 

（上水道部局） 

福井市企業局 

水道等の地下埋設物の効

率的な復旧を行うため連

携した体制が構築されて

いない。 

効率的な復旧を行う

連絡体制の構築に向

け、協議する。 
中期 

（道路管理者） 

（県）福井土木事務所 

（市）福井市道路課 

道路陥没や汚水溢水を発

見した場合の対応につい

ての連絡体制が構築され

ていない。 

連絡体制の構築に向

けて、協議する。 
中期 

（流域関連公共下水道

管理者） 

福井県河川課 

流域下水道の被災による

汚水の溢水や下水道の使

用制限等について、連絡

体制が構築されていな

い。 

連絡体制の構築に向

けて、協議する。 

中期 
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６．訓練・維持改善計画 

 

６-1.訓練計画 

 

（１）訓練の目的 

訓練の実施は、震災時における緊急連絡や情報収集・緊急点検、そして各減災対策を

迅速・的確に行うために実施する。また、震災に対する職員の意識と対応能力の向上を

図るために実施する。 

 

 

 

 

 

 

なお、下水道ＢＣＰが現場でより利用しやすいものとするため、ＰＤＣＡサイクルの

一環として位置づけ、計画立案・実施・評価・改善を行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６-1-1 訓練計画におけるPDCAサイクルのイメージ 

 

（２）訓練の時期及び内容 

時 期 内     容 

6 月頃 全庁的な防災訓練に合わせ、職員の参集、対応班ごとの初動対応訓

練を実施する。 

10 月頃 具体的な被害想定を行い、重点テーマを設定して各班の行動を実施

する。（管きょ、マンホールの被災箇所の設定や外部との連携等） 

P lan
【計画】

A ction
【改善】

C heck
【評価】

状況に応じて適宜改善

Plan：計画策定・更新

検討・検証内容を
踏まえた計画の見直し

Do：計画の実施

D o
【実行】

Check：点検・評価

Action：改善の取り組み

日常での訓練実施
（災害時の対応）

訓練結果の検証
災害時対応の課題整理

訓練結果の再検証
新たな手順・対応策の検討

＜訓練の目的＞ 

①各班が実行する非常時優先実施業務の確認 

②非常時優先実施業務の対応手順および対応策の確認 

③関係職員における訓練計画および対応能力の確認 
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■ＢＣＰ説明会（年度当初に実施） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■職員ＢＣＰ訓練（年２回を予定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

←ＢＣＰ職員説明会（平成 26年 5月 7日） 
平成26年度は福井市下水道BCP(暫定版)につい

て、下水道部全職員を対象に実施 

↑平成26年ＢＣＰ訓練（平成26年 11月 20日） 
下水道ＢＣＰワーキング職員（27名）の参加により実施 

対策本部会議 マンホールポンプ点検 

被災マンホール緊急措置 
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６-2.維持改善計画 

 

（１）計画改定の考え方 

下水道ＢＣＰは、計画の実効性を維持するため､定期的な改定を実施する。改定の頻度

は、参集人数に関連するものは毎年とし､優先実施業務に関連するものは 2～3 年ごとに

実施するものとする。また、計画の全面改定は、中期計画の策定及び地域防災計画など

上位計画の見直しや、企業局の施策の方向性の変更などの場合に実施する。 

 

表６-2-1 下水道ＢＣＰの改定頻度 

改定頻度 対象となる項目 備考 

毎年 

資機材リストの見直し 

調達した資機材についてリストの

更新 

次年度購入資材の予算化 

関係機関の見直し 関係機関の連絡先の更新 

各班初動マニュアル 
防災訓練等で抽出された課題に基

づき、必要な箇所の見直しを実施 

随時 

（組織替え等

に合わせて） 

各班における優先実施業務 

主な優先実施業務の実施時期及び

必要人数 

優先実施業務の見直しを実施 

必要人数の見直し 

５年程度 全面改定 

地域防災計画など上位計画等の被

害想定の見直しがあった場合や、下

水道部の施策全体の方向性の変更

に応じて改定 

図６-2-1 下水道ＢＣＰの策定（全面改定）体制 

 

＜ＢＣＰ策定委員会＞ 

・策定（改定）方針の決定 

・進行管理 

・計画のとりまとめ 

報告 

指示 

下水施設課 

（下水施設管理事務所） 

上下水道サービス課 

経営管理課 

下水管路課 

（雨水対策室） 

＜ＢＣＰ作業部会＞ 

・計画のとりまとめ 

・各班の業務調整 

・他部局との調整 
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２）「下水道BCP推進ワーキング」の設置 

  

 

 

 

 

 

 

  ワーキング職員は、毎年の各班初動マニュアルの時点修正や必要事項の加筆だけでな

く、以下の業務を担うこととする。 

 

  ①下水道ＢＣＰ訓練のリーダー 

訓練において、各所属で中心的な役割を果たし、効果的な訓練内容の提案や、訓練

当日における職員への指示等を行う。 

②実践プロジェクトの検討 

   下水道ＢＣＰに位置付けられた訓練やマニュアル作成だけでなく、効率的な耐震対

策の実施に向けた実践的なプロジェクトの提案や実施を行う。 

（例）防災ぷちプロジェクトの提案（公用車ガソリン満タン運動・・・等） 

   防災意識の啓発を図る活動（震災体験者を招いた講演会の開催・・・等） 

③地震対策の検討 

下水道施設の耐震性能の向上のための技術的な検討を行う。特に、処理場、ポンプ

場等の耐震対策計画（耐震診断、耐震工事）の検討や、管きょの耐震工法の検討など

技術的な施策のストックを担う。 

 

 

 【参考】令和２年度 下水道ＢＣＰワーキング職員 

所属名 内 訳 

経営管理課（事務局） 課長補佐、企画係６名 

上下水道サービス課 課長補佐、負担金係１名 

下水管路課 課長補佐、計画係１名、管路建設２係１名 

雨水対策室 1 名 

下水施設課 課長補佐、企画・建設係 1名、施設設備係２名 

下水施設管理事務所 課長補佐、管理Ⅰ（処理場・水質）係２名、管理Ⅰ（ポ

ンプ場）係１名 

               計２１名 

 

策定された下水道ＢＣＰ本編及び各班初動マニュアルのフォローアップや、各所

属の実情を踏まえた地震対策を推進するため、各所属からの職員で構成される「下

水道ＢＣＰ推進ワーキング」を設置する。 

年度当初に、各所属からワーキング職員を指名し、防災訓練の事前準備や、下水

道ＢＣPの改定など必要に応じてワーキング会議を開催する。 
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３）福井市企業局「災害支援隊」の組織 

 

 

 

 

※要請を受けての派遣を想定している。 

 

１．支援隊組織の目的 

・災害対応を体験することで、福井市において仮に震災が起こった場合に、迅速に対応

できるノウハウを蓄積する。 

・平時においても、職員防災訓練において、被害調査に関する訓練を行い、突発的な災

害に常に備える体制を維持する。 

・派遣職員をあらかじめ指定しておくことで、各職員の災害対応への自覚を促し、ひい

ては下水道部全体の士気を高める。 

 

２．派遣体制について 

   ・２班程度を想定（４名☓２班） 

     隊 長････１名（副参事級） 

     副隊長････１名（主幹・副主幹級） 

     調査員････２名（主査・技師級） 

 

３．各年度の対応 

   派遣対象者の選定（複数）   

   派遣する車両を選定 

   派遣マニュアル、持ち出しリストの作成 

   備品の備蓄（持ち出しできるように） 

 

４．必要備品 

   寝袋、簡易的な調理器具、防寒具（冬季に備え）、ヘルメット、長靴 

   車両ステッカー（「福井市災害支援」と記載）、ガソリン携行缶 

カーナビ、ノートパソコン 

   測量・調査器具（マンホール蓋開け器、テープ、スタッフ、カラーコーン等） 

 

※過去の派遣実績 

   H19年 新潟中越沖地震（柏崎市）【２班８名】 ５日間（７月２３～２７日） 
 

   H23年 東日本大震災（仙台市涌谷町）【１班４名】 ８日間（３月２２～２９日） 

 

年度当初に職員の選定、準備物の

確認等を行う。 

他都市で大規模な災害が発生した時に、職員を迅速に派遣し下水道に関する調査

等の支援をするために、「災害対応支援隊」を組織する。 

年度当初に、各所属から災害対応支援隊を指名する。 
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【過去の派遣時の状況写真】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成19年7月24日 柏崎市応援本部 

平成 19年7月25日  

１次調査（福井市担当） 

平成 19年7月25日 調査のエリア分け 

（付箋で担当都市を示している） 

平成 19年7月25日 

 福井市派遣隊 

調整リング浮上 
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【参考図書】 

下水道ＢＣＰに付帯して、以下の資料を参考とすること。 
 資  料  名 

１ 
「災害時における下水の排除・処理に関する考え方（案）」 
国土交通省国土技術政策総合研究所（平成 24年 9月） 

２ 
「緊急（暫定処理）時の放流水質」下水道地震・津波対策技術検討委員会報告書、

「段階的応急復旧のあり方」（第２次提言）から抜粋（平成 23年 6月） 

３ 
「都市型災害復旧事業等事務必携」 
国土交通省都市・地域整備局（平成 26年 7月） 

４ 
「下水道管路施設災害復旧マニュアル」 
（公社）日本下水道管路管理業協会（平成 25年 4月） 

５ 
「下水道の地震対策マニュアル 2014版」 
（公社）日本下水道協会（平成 26年 7月） 

６ 
下水道事業における災害時支援に関するルール 
（公社）日本下水道協会（平成 24年 6月改訂） 

７ 
「下水道事業の手引」 
国土交通省水管理・国土保全局（毎年発行） 

 
４）下水道ＢＣＰの定期的な点検項目 

点検項目 点検時期 点検実施所属 

国、県、関連行政部局連絡先 
年１回（年度末） 

※必要に応じて適宜実施 
下水道総務班 

組織体制 
年１回（年度末） 

※必要に応じて適宜実施 
下水道総務班 

民間企業連絡先 
年１回（年度末） 

※必要に応じて適宜実施 
各所属 

災害用資機材リスト 
年１回（年度末） 

※必要に応じて適宜実施 
各所属 

防災無線連絡先 
年１回（年度末） 

※必要に応じて適宜実施 
各所属 

下水道部所有車輌一覧 
年１回（年度末） 

※必要に応じて適宜実施 
各所属 

文書、データ（下水道台帳、施

設図面等）のバックアップ 

年１回（年度末） 

※下水道 GIS は半年に１回 

※必要に応じて適宜実施 

各所属 

 

５）職員及び関係先への定期的周知 

  市ホームページ上に、最新の下水道ＢＣＰを掲載する。 

  また、５年に１回の全面改訂に併せて、関係機関へ連絡する。 
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